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平成２６年第３回府中町議会定例会 

会 議 録（第２号） 

 

１．開 会 年 月 日     平成２６年９月１２日（金） 

２．招 集 の 場 所     府中町議会議事堂 

３．開 議 年 月 日     平成２６年９月１６日（火） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

４．出席議員（１８名） 

   議長  中 村   勤 君    副議長  慶 徳 宏 昭 君 

   １番  小 菅 巻 子 君     ２番  中 井 元 信 君 

   ３番  繁 政 秀 子 君     ４番  益 田 芳 子 君 

   ５番  山 口 晃 司 君     ６番  上 原   貢 君 

   ７番  海 渡 弘 信 君     ８番  西   友 幸 君 

  １１番  山 西 忠 次 君    １２番  木 田 圭 司 君 

  １３番  力 山   彰 君    １４番  岩 竹 博 明 君 

  １５番  加 島 久 行 君    １６番  中 村 武 弘 君 

  １７番  梶 川 三樹夫 君    １８番  林     淳 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

５．欠席議員（０名） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

６．付議事件 

  １ 会議録署名議員の指名 

  ２ 一般質問 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

７．説明のため会議に出席した者 

      町 長   和多利 義 之 君 

      副 町 長   佐 藤 信 治 君 

      教 育 長   高 杉 良 知 君 

      企 画 財 政 部 長   高 石 寛 智 君 

      総 務 部 長   寺 尾 光 司 君 
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      福 祉 保 健 部 長   末 釜 由紀夫 君 

      生 活 環 境 部 長   梶 川 幸 正 君 

      建 設 部 長   河 中 健 治 君 

      向洋駅周辺区画整理事務所長   土 手 澄 治 君 

      消 防 長   中 川 和 幸 君 

      教 育 部 長   金 藤 賢 二 君 

      福 祉 保 健 部 次 長   立 石 佳 之 君 

      生 活 環 境 部 次 長   坂 本 雅 司 君 

      消 防 本 部 次 長   佐々木 和 也 君 

      教 育 次 長   野津田 隆 利 君 

      職 員 課 長   神 永 和 朗 君 

      福 祉 課 長   新 見 公 平 君 

      子 育 て 支 援 課 長   山 西 仁 子 君 

      健 康 増 進 課 長   長 西 弘 子 君 

      町 民 生 活 課 長   金 光 一 隆 君 

      都 市 整 備 課 長   脇 本 哲 也 君 

      総 務 課 長 （ 教 委 ）   森 本 雅 生 君 

      社 会 教 育 課 長   池 口 豊 記 君 

      選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 長   榎 並 隆 浩 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

８．職務のために会議に出席した者 

      議 会 事 務 局 長   花 田 智 史 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

９．議事の内容 

（開議 午前 ９時３０分） 

○議長（中村 勤君） 皆さん、おはようございます。ただいまの出席議員１８名で、

定足数に達しておりますので、議会は成立いたしております。よって、平成２６年第

３回府中町議会定例会第２日目の会議を開きます。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程でございますが、お手元に配付いたしております日程で会議を進め
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てまいりたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 御異議なしと認めます。よって、議事日程のとおり会議を進め

ることと決定をいたしました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日は８番西議員、１０番慶徳議員を指名いたします。よろしくお願いをいたしま

す。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第２、一般質問を議題に供します。 

  一般質問は、慣例に従って、総務文教から順を追って、通告順に行います。 

  総務文教関係、第１項、公用車の耐久年数と更新計画について、１３番力山議員の

質問を行います。 

  １３番力山議員。 

○１３番（力山 彰君） 皆さん、おはようございます。公用車の耐久年数と更新計画

について御質問いたします。 

  府中町は多数の公用車を所有し、種々業務に使用されております。公用車の中には、

初年度登録から２０年以上経過した車両が多数あり、この中には、火災や災害発生時

に使用する消防本部の緊急車両も数多く含まれていると聞いております。また、公道

を走ることのできる車の中で一番古いのは、初年度登録から２７年経過しているとも

聞いております。 

  これらの公用車は、定期点検や車検などで運転に支障のないよう常に整備され、運

転前には、必ず使用前点検を行い、異常のないことを確認して使用されています。 

  しかし、車にも寿命はあり、いつまでも使用し続けることはできないと考えており

ますので、町として車の寿命をどのように考えられているのか、また更新計画はどの

ように考えられているのかについてお伺いいたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  総務部長。 

○総務部長（寺尾光司君） おはようございます。総務部長です。１３番、力山議員か

らの御質問、公用車の耐久年数と更新計画について、にお答えをいたします。 
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  現在、町が管理しております四輪の公用車の総数ですが、これは６７台でございま

す。公用車の管理につきましては、各事業に専ら利用する車両につきましては、当該

担当課が管理をいたしております。それ以外の共用の車両につきましては、総務課で

集中して管理しているということでございます。 

  台数の内訳ですが、環境センターや消防本部など、各課で管理している専用車両が

５２台、総務課が集中管理している共用車両が１５台という内訳となっております。 

  御質問の趣旨の公用車の耐久年数と更新計画についてでございますが、町として統

一的に決めた基準というものはございませんで、各車両の管理者が当該車両の点検整

備や安全運行に努めながら、適切に対応しているというのが実態となっております。

共用車両を管理いたします総務課の実態を基本に答弁させていただきたいと思います。 

  まず、その前に町が管理しております公用車の概要ですが、各事業に専ら利用して

いる車両が５２台と申しましたが、その内訳ですが、環境センターが１５台、消防本

部が消防団の車両を含めて１４台、その他の道路パトロール車とか、つばきバスなど

の各課管理車両が合計で２３台ということとなっております。 

  次に、全６７台のうち、初年度登録から今年度末現在での経過年数が１０年以上、

２０年未満の車両が２４台、同じく経過年数が２０年以上経過している車両は１１台

となっております。１１台ということは、全体が６７台ですから、全体の１６％を占

めているということでございます。 

  この２０年以上経過している１１台の車両のうち、最も年数を経過している車両は、

御指摘のとおり、２７年を経過する３台の消防団の車両でございます。これにつきま

しては、昨年１２月議会において車両更新経費の補正予算と繰越明許の議決をいただ

いておりますので、現在発注中ということで、本年１０月には新しい車両が納品され

るということとなっております。 

  残りの２０年以上の経過車両が８台ですが、この内訳は、環境センターのショベル

ローダーやダンプなどの特殊車両が４台、それと消防本部の消防関係車両が４台とな

っておりまして、それ以外の各課で管理している車両は全て２０年未満となっており

ます。 

  また、議員のほうからも指摘がありましたが、公用車を安全運行するために、法定

の車検は当然のことですが、それ以外にも６カ月点検、１２カ月点検を継続して実施

しております。その他、日常的な点検といたしましては、公用車の運転者は運転の前
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と後に点検を行い、その内容を運転日誌に記録しております。その中で不良な箇所が

ある場合は適宜修理を行い、公用車の安全確保に努めているところでございます。 

  それでは、総務課としての公用車の寿命や更新計画についての考え方ですが、車両

の寿命につきましては、一般的には経過年数のみならず、走行距離とか利用頻度など

さまざまな要因により変動すると考えております。 

  総務課の所管してます車両の中でも、総走行距離が最も多い車両は、軽ワゴン、Ａ

Ｚワゴンなんですが、これが耐用年数１０年で約５万５，０００キロを走破しており

ます。また、経過年数が最も多く経過しているのは、１３年を経過しておりますワン

ボックスのボンゴでございまして、これが総走行距離が約４万キロということで、必

ずしも経過年数と走行距離は比例はしているということではありません。これは業務

上、小回りのきく軽車両のほうの使用頻度が高いということが原因となっております。 

  このような状況から、公用車の寿命は一概に経過年数だけでははかれないと考えて

おります。 

  こうした状況の中ですが、総務課が管理する車両の更新に対する基本的な考え方で

すが、おおむね１０カ年を経過したその後の１１年目以降の車検のタイミングで、車

両の状況を踏まえて更新するように考えております。現実的には、更新時の車の走行

距離とか傷みぐあい、修繕費用等を考慮し、予算要求を行っているというのが実態で

ございます。 

  その他、各部署で管理している公用車も同様に、年数だけではなく、利用頻度とか

走行距離、車両の傷みぐあいなどを見きわめながら更新しているというのが実態であ

ろうと思っております。 

  このように、今後においても限られた財源において取得した公用車を適正に管理す

るとともに、公務使用において支障が生じないよう、点検整備や更新をしてまいりた

いと考えております。 

  答弁は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問ございますか。 

  １３番力山議員。 

○１３番（力山 彰君） ２回目の質問ということです。総務部とか町民生活環境課等

の車は確かに１３年が最高ですね、これ普通車、大体普通車というか、ワンボックス

の車のというふうに見てます。それらは定期的に、一番台数が多いところで、上手に
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回転されて更新されてるというふうに考えておるんですけども、先ほどありました環

境センターについては特殊車両ということで、ショベルカーとか、いろいろなパッカ

ー車とか、ちょっと特殊な車ということで、かなり金のかかるものかなということで

はありますが、環境センターで一番古いのは４０年経過しとると、これはショベルカ

ーですね、ショベルカーというか、何と、どういうんですか、ショベルローダーです

か、それらが一番経過してます。これも４０年ですから、もしかしてもう補修部品も

もうそろそろなくなってるんじゃないかなというような考え方もできます。これらを

同時に買いかえるというたら、かなり金がかかると思いますが、まずそこら辺もうち

ょっと適当な時期に考えていただきたいなと思いますし、消防車のほうですが、救急

車については定期的に回転されておるということで、３台ある内の１台は１９９５年

ですから、今から２０年前ですかぐらいの車、これは恐らく更新計画に入れられて更

新を考えられとると思います。 

  もう一つは、指揮車、そして広報車、これらもかなり年数が、使用年数が指揮車に

ついては２６年、広報車については１６年ということで、もしかしたらこの車に関し

てももう補修部品がないんじゃないかなと思っております。 

  消防本部の使う車は赤い車ですね、そして上に赤い回転灯がついてるということで、

故障したからじゃあレンタカー借りてきて赤い回転灯をつけて走りゃあええじゃない

かと、これはそう簡単にいきません。警察に届けて許可をもらわないと走れない。総

務部等使う分は、車が故障してからレンタカーを１日だけ借りるというのはすぐでき

るとは思いますが、消防車はよそから借りてくるレンタカー屋さんもないと。そうい

ったもので、人の命を守る車が途中で、指揮車ですから、大規模災害が起こったとき

には指揮車が駆けていくわけですが、途中で故障したら困ると、２６年ですから、定

期的に補修されて、走る上には管理されてるとは思いますけども、補修部品のないも

のをいつまでも置いとくのもどうかなと。広報車についても１６年ということで、こ

れもぼちぼち補修部品もないんじゃないかなというふうに考えております。そこら辺

も踏まえて、レンタカーで対応できんものについては、少しは早目に計画を立ててい

ただいて、更新したらどうかなと。 

  なぜ指揮車、広報車がこんな年数がたっとるんか、僕の想像なんですけども、恐ら

く消防車とか救急車を買ってもらいたいと、だからそれを優先するためには、自分の

ところのほかの車を犠牲にするということで、どんどん、どんどん延びてきてるんじ
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ゃないかなというような気がします。そこら辺も考えて、ぜひ改めて更新計画を見直

していただいて、適正な状態に置いとくようにお願いいたします。 

  以上で終わります。 

○議長（中村 勤君） 答弁は要りませんか。 

○１３番（力山 彰君） はい、要りません。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第１項、公用車の耐久年数と更新計画について、

１３番力山議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第２項、災害時の消防隊・消防団員の安全対策と消防団の

広域連携について、５番山口議員の質問を行います。 

  ５番山口議員。 

○５番（山口晃司君） 皆さん、おはようございます。このたびの広島市の土砂災害で

は、多くの方がお亡くなりなり、また多くの被災者が今なお土砂で埋め尽くされた自

宅に戻ること、住むこともできないまま不安な毎日を過ごされていることをお悔やみ、

お見舞い申し上げます。 

  私も何度か被災地に足を運び、被災者の方々と一緒に汗を流しましたが、現地は報

道されているとおり悲惨です。ただ、多くのボランティアの方々の助けを得ながら、

徐々にもとの姿を取り戻していく自宅の姿を見ることにより、日々たくさんの喜びが

生まれていることも事実です。被災地に一日も早く笑顔を取り戻そうと、ボランティ

アの方々や自衛隊、警察、今回取り上げる消防隊や消防団の方々が連日必死に捜索、

復旧作業に取り組んでこられています。そんな気持ちが先行する中での消防隊員の救

出作業中の殉職ですから、気持ちは十分理解できますが、美談で終わらせてはいけな

いと思い、府中町の消防隊、団の災害時のあり方について質問いたします。 

  それでは、災害時の消防隊・消防団員の安全対策と消防団の広域連携について質問

いたします。 

  広島市の土砂災害は、残念ながら多くの犠牲者を出してしまいましたが、広島県外

からも、自衛隊、警察、消防の方々が応援に駆けつけ、懸命に人命救助や行方不明者

の捜索に当たられ、頭の下がる思いです。そんな中、今回、救出活動中に消防隊員の

方が殉職されたとの報道があり、残念でなりません。 

  府中町からも、今回隣人の苦境を一緒に乗り越えようと、連日消防隊員や団員が応

援に出動したと伺っています。府中町の消防隊や団では活動中に事故があってはなり



- 8 - 

ません。隊や団への安全確保の対策、指導、訓練はどのように実施しているのか、伺

います。 

  また、災害時、特に今回のような局地的な災害の場合は、周辺の地域では被害が小

さいこともあり、消防団も地元への待機が解除された後には、応援に出動することが

できる場合があると思われます。今回、一部ですが、団からも出動したと伺っていま

すが、多くの団員は行きたくとも動けず、有志でボランティアに参加したそうです。 

  消防庁による「東日本大震災を踏まえた大規模災害時における消防団活動のあり方

に関する検討会」の報告書にも、消防団の広域応援の必要性が記されており、国、都

道府県、市町は、消防団の理解を得ながら広域応援の実施を推進していくことに意義

があると考える。消防団の相互応援協定の締結を促進するとともに、必要な支援を行

うべきであると報告されています。また、「より多様で魅力ある消防団へ」の観点に

も、広域応援の取り組みの推進を提言したいとあります。 

  御存じのように、地域の災害への消防団の役割は決して小さくありません。また、

訓練され統制のとれた消防団の応援出動は、被災地からも高い評価を得ていると聞き

ますが、府中町の消防団の広域応援の現状、考え方をお聞きします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  消防長。 

○消防長（中川和幸君） ５番山口議員の災害時の消防隊・消防団員の安全対策と消防

団の広域連携についての御質問にお答えさせていただきます。 

  先月の２０日発生しました広島市での豪雨災害では、時間がたつに従って被害の全

容が深刻で、かつ甚大であることがわかってまいりました。当日の朝８時半ちょっと

前なんですけど、広島県消防長会の副会長である福山地区消防組合消防局長から連絡

が入りまして、県内で応援をせにゃあいけんのじゃないかというような話がありまし

た。それでは、すぐに出動の準備をしますというようなお答えをして、それを広島市

の局長に伝えたところ、じゃあ応援をよろしくお願いしますというようなことになり

まして、すぐに応援出動の準備を取りかかっておったんですが、その際に、２次災害

による消防職員が亡くなられたという報を受けまして、大変ショックを受けたところ

でございます。 

  我々消防職員あるいは消防団員が活動する災害現場というのは、まさに災害が発生

している現場であるわけで、災害が終息してるかどうかもわからない状況であること
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から、大変な危険な場所であるというふうに言えると思います。 

  特に、今回のように暗い時間帯での発災ということなので、ますます概要がつかみ

にくくて、危険性が増大したんじゃないかというふうに思います。 

  さて、安全確保の対策指導訓練についてですが、まず消防職員のほうですね、消防

隊は、広島県消防学校で行われる各種の教育で、安全管理について研修や訓練を受け

ております。新人の消防士は初任科教育という課程の中で、あるいは中堅クラスにお

いてはそれぞれの専科教育というのがあるんですが、そこで危険予知訓練であるとか、

ヒヤリハット研修を受けているところでございます。 

  また、消防本部の中としましては、府中町消防本部安全管理規程や警防規程という

ものに基づいて訓練をして、安全管理者をつけまして教育指導を行っているところで

ございます。 

  続いて、消防団の安全確保対策及び指導についてなんですが、同じく広島県消防学

校で行われております消防団員訓練指導員、訓練指導員という人がいらっしゃるんで

すが、安全管理について、学校で教育指導を受けておりますが、これは今言いました

ように、訓練指導員が受ける教育でございまして、消防団全員を対象にしているわけ

ではございません。したがって、教育を受けてきた指導員が団に帰って訓練等を通じ

てフィードバックをしていただくというようなところでございます。 

  消防団では、年間を通じてさまざまな訓練が行われ、規律訓練を中心に団体行動の

基礎を錬成しております。 

  ３年前の東日本大震災の教訓や今回の豪雨災害等への対応をも踏まえ、安全管理マ

ニュアルの作成であるとか教育訓練を重ねて、２次災害の防止を推進していく必要が

あるというふうに考えております。 

  続きまして、当町消防団における広域応援の現状と考え方でございますが、まず、

広島県内の消防団における応援協定については、昭和６２年１０月１日に広島県内広

域消防相互応援協定が消防団を含めて締結されております。県内の消防力を活用して

相互に応援を行うことにより、災害による被害を最小限にとどめようというところで

ございます。 

  このたびの広島市安佐南区と安佐北区の豪雨災害では、災害が発生してから９日目

になって広島市から当町消防団への応援要請がありまして、本団の幹部３名と、それ

から各分団長の３名が応援出動をされております。 
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  当町においては、消防団はもっと早い時期から応援出動する意思を持っておりまし

たが、災害が余りにも大きかったために、早期に警察、消防、自衛隊等が各地から応

援隊を大量に投入されたことによって、逆に、現場が大変混乱したというようなこと

があります。それで、消防団の受け入れ態勢を整えるのにちょっと時間がかかったと

いったことだろうというように思います。 

  最後に、消防団の広域応援に関する考え方といたしましては、当町において消防本

部と消防団の消防力を超えるような大きな災害が発生した場合、近隣の消防本部であ

るとか消防団へも、応援要請を時期を逸することなく行いたいというふうに思ってお

ります。 

  過去の例といたしましては、昭和５９年の夏に鍋谷山の山林火災というのが発生し

ましたが、その折には広島市や海田町からも消防団の応援をいただいて、３日間で

２４ヘクタールを焼失いたしましたが、応援隊の功績は大変大きかったというふうに

記憶しております。 

  したがいまして、今後についても、南海トラフ地震の発生や予期できない大水害、

広域の山火事等に備えるために、有事の際には、消防団を含む広域応援を積極的に活

用させていただきたいというふうに考えております。 

  答弁は以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  ５番山口議員。 

○５番（山口晃司君） 御答弁ありがとうございます。 

  消防隊員、団員の安全対策指導訓練につきましては、私も団員として行った消防学

校での図上や映像を使用しての危機予知訓練、ヒヤリハット訓練、これは初級なんで

しょうが、経験しており、安全についての研修や訓練を行っていることは想像がつき

ますが、同じく研修や訓練を受けていたであろう広島市の消防職員が殉職されたわけ

ですから、事故に至った原因や、平素から不足していたことを今後検証して、せめて

同様の事故を未然に防ぐことのできるよう、これは難しいかもしれませんが、訓練に

生かしていただきたい、これは要望しておきます。 

  続いて、消防団の広域応援についてですが、自治体によっては消防団同士で応援協

定を締結している消防団もあります。まずは消防団同士の協定締結について質問しま

す。 
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  先ほどの答弁では、広島県の広域消防相互応援協定により、団も相互応援を行える

とありましたので、団同士の協定締結はなくても相互応援できるのですが、たとえ消

防団同士の協定の締結が、実際に災害が起こった場合、我々は消防団員として応援に

行くのだという自覚や意識づけにしかならないとしても、平素の訓練にそういった意

識が芽生えるのだとしたら、協定の締結の意義は大きいものと思われます。 

  特に、安芸郡４町の消防団は御存じのとおり、４町合同訓練やポンプ車操作訓練の

応援など、平素より交流の機会も多く、顔見知りもほかの自治体の応援団よりは多い

と思われます。恐らくこのような関係の中で、どこかで災害が発生した場合、団員と

してはお互い、いても立ってもいられないのではないかと思っております。まずは、

近い関係の団同士で相互応援協定を研究していく、これは消防団の魅力や活動に対す

る誇りといった団員確保のためでもあるのですが、そういった時期に来ているのでは

ないかと思っておりますので、伺います。 

  次に、今回の消防団の応援についてですが、先ほど本団の幹部３名と各分団長が応

援出動されたとありましたが、残念なことに、このたび消防団の中でも、消防団とし

て動いてはならないという情報と、消防団として応援に行ったという、相反する情報

が流れ、何が本当なのか、団員の私ですら混乱してしまう状況でした。 

  たとえ被災地の現場が混乱しているとはいっても、正しい情報をきちんと伝達する

くせをつけておかなければ、いざというとき、現場での情報の食い違いにより新たな

混乱を招き、不必要な２次災害につながるのではないかと心配いたしております。消

防本部と団員の間では一斉メールといった情報伝達の方法があるのですから、災害時

などの混乱している状況のときこそ、正確な情報を公平に伝える必要があると思うの

ですが、その点あわせて伺います。よろしくお願いします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  消防長。 

○消防長（中川和幸君） ただいまの質問にお答えさせていただきます。 

  消防団の応援協定の締結状況でございますが、全国の都道府県で統一の相互応援協

定が締結されております。この協定の中に消防団の応援協定が含まれているものが

１８府県あります。それ以外の都道府県でも、各市町村が個別に応援協定の締結を行

っておられます。全体数としては、ちょっとまとめられたものがありませんので、ち

ょっと不明なんですが、少し例を示してみますと、東京都では青梅市、福生市、それ
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から羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町が相互応援協定を締結してい

ます。群馬県では、みどり市が伊勢崎市を初めとする近隣の市と、それから大分県で

は、大分市が別府市などの近隣市と、それぞれ消防団の応援協定を締結されておりま

す。全国ではもっともっと多くの市町村で応援協定が締結されているというふうに思

っております。 

  そこで、山口議員からの御意見にもありましたとおり、今消防団員の減少に歯どめ

がかかっていない状況が全国的に見られる中で、もっともっと消防団の魅力を発信し

ていく必要があります。その中の一つとして、そういった消防団の応援活動等も取り

上げていかなければならないんじゃないかというふうに考えております。 

  次に、このたびの災害では消防団にきちっと情報が伝達されてなかったという御質

問でございます。 

  まず、今回の消防団の応援出動のいきさつなんですけど、８月２２日に消防団長よ

り、消防団も応援出動したいという申し出がありました。直ちに広島市消防局に連絡

を入れました。ところが、現在、広島市の消防団も活動を行っていますが、安全管理

の観点から、各隊に消防職員をつけていますと、他の市町から消防団の応援を受けた

場合にも、もちろん消防職員を張りつけることになりますが、現状ではそこにつける

職員が足りないというようなことでございました。申し出はありがたくお受けいたし

ますが、今回はお断りいたしますというような返事でございました。それでは、消防

団として応援出動ではなくて、ボランティアとして手伝いに行きたいということにな

りましたので、その旨を消防団員に伝達をいたしました。活動する日は８月３１日の

日曜日、公務ではないので、服装は私服でというようなお伝えをいたしました。 

  こうしてボランティアを募っていたところ、８月２８日に広島市消防局より消防団

の応援要請が入ってまいりました。日にちは翌日の８月２９日、応援の態勢が全体で

８消防団、人数は４０名、府中町から１団、５名をお願いしますというような要請が

ございました。これは電話であったわけですが、その内容としては、応援活動という

形ではあるんですが、少し視察的な要素も含んだという要請でありました。 

  また、３１日のボランティアのことも配慮して、応援要請のことは団員さん全員に

は伝達せず、消防団の幹部６名で応援対応しようということで、団員の皆さん方には

伝達をしなかったというようないきさつでございます。 

  山口議員御指摘のとおり、応援要請の情報は一般団員さんには流しておりませんで
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したが、やっぱり何事にも情報共有というのは大切でございます。したがって、反省

しなければならないと思っております。今後においては十分そういったことを留意し

てまいりたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  ５番山口議員。 

○５番（山口晃司君） ありがとうございます。 

  消防団の相互応援協定については、統一の応援協定の中に消防団が含まれていない

自治体同士で必要であるというふうに理解いたしました。ただ、先ほど言ったとおり、

消防団は４町の合同訓練をしております。これは団とは別の指揮系統の中でも活動で

きる、それにより応援先の多様な活動に対応できる訓練を行っている、そういった訓

練をこなした上での相互応援推進であることを、住民の皆様にも知っていただけたら

なと思っております。 

  次に、情報の共有ですが、相手先に応援を打診して、タイミングが合わなかったの

と、最初から全く動かなかったのとでは、消防や団に住民が感じるイメージは全く違

うものとなりますので、そのあたりも踏まえて、積極的な情報の共有、扱い方をお願

いして質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（中村 勤君） 以上で第２項、災害時の消防隊・消防団員の安全対策と消防団

の広域連携について、５番山口議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第３項、２７年度実施の教育改革制度の対応は、について、

１４番岩竹議員の質問を行います。 

  １４番岩竹議員。 

○１４番（岩竹博明君） 皆さん、おはようございます。２７年度実施の教育改革制度

の対応はいうことで質問させていただきます。 

  教育は国家百年の計と昔から言われています。これからの国を担う人づくりの根幹

でもあります。これまでもさまざまな政策の取り組みがなされてきましたが、来年度

においては、新たな改革が実施されることとなっています。この改革は現行の教育委

員会制度における責任分担（教育委員長と教育長）のあり方や、委員会制度そのもの

の形骸化等々、多くの指摘によるものです。 

  そうしたことから、国はことし６月、６４年ぶりに教育行政体制を基本から変える
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法律を成立させました。その内容は、教育の政治的中立性、継続性、安定性を確保し

つつ、地方教育行政における責任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、首長との連

携強化を図るというような趣旨であります。 

  その改革の具体的な概要として、教育行政の責任の明確化、総合教育会議の設置、

国の地方公共団体への関与の見直し、その他となっています。 

  そこで、このたびの改革への対応として、府中町教育委員会はどのような指針で取

り組もうとしているのか、これまでの課題も含めお伺いいたします。よろしくお願い

します。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（金藤賢二君） おはようございます。教育部長です。１４番岩竹議員、

２７年度実施の教育改革制度の対応はについて御答弁させていただきます。 

  議員御質問のとおり、６０年ぶりの教育委員会制度の改正となっております。この

改正につきましては、平成１８年度の第１次安倍内閣のころから議論されていました

が、平成２３年に起こった大津のいじめ事件をきっかけに全国的な議論になったのは、

記憶に新しいところでございます。 

  これまでの教育委員会制度の課題として、教育委員長と教育長のどちらが責任者か

わかりにくい、教育委員会において議論が十分に行われているのか、いじめ等、緊急

の問題が発生した際、迅速に対応はできているのか、地方教育行政に問題があった場

合、国が最終的に責任を果たせるようにする必要があるといったことが上げられてお

ります。今回の法改正は、これらの課題を解決するため、教育委員会制度のあり方を

改めたものでございます。改正の要旨は大きく４つございます。 

  まず第１は、教育委員長と教育長を一本化した新たな責任者である教育長の設置で

す。 

  現行法では、首長は教育委員を任命し、教育長は教育委員会で教育委員の中から任

命されることとなっており、首長の任命責任は間接的でありました。改正後は、議会

の同意を得た上で、直接首長が教育長を任命します。 

  また、教育委員会の招集は、現行法では非常勤の教育委員長が行うとなっています。

緊急時の対応で難しい面があるため、これも教育長が行うと改正されました。 

  改正後の新教育長は、教育委員会の具体的な事務の執行の責任者であり、事務局を
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指揮監督するとともに、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表することとな

ります。緊急時もより迅速の対応が可能となっております。 

  第２は、教育長に対するチェック機能の強化と会議の透明性です。 

  教育長の権限が増大するため、それをチェックするためには、教育委員会、教育委

員から会議を招集を請求できるとするとともに、教育長が運営された事務の管理施行

状況を報告する義務が規定されました。また、会議の透明化のため、原則として会議

の会議録を作成、公表することとされております。 

  第３に、首長が主催する総合教育会議の設置でございます。 

  総合教育会議は、首長と教育委員会が対等な立場で協議及び調整を行うための会議

で、主な議題として、教育行政の大綱の策定、重点的に講ずべき施策、緊急事態対応

の３つとなっております。これにより、首長が教育行政に果たす役割が明確になり、

教育施策について議論することが可能となります。また、首長と教育委員会が教育施

策の構成を共有して施行に当たることができます。 

  第４に、教育に関する大綱を首長が策定することが定められています。 

  教育に関する大綱とは、教育の目的や施策の基本的な方針であり、総合教育会議に

おいて首長と教育委員会が協議、調整を尽くし、首長が策定するものです。これによ

り、地方公共団体としての教育施策の方向性が明確化されております。 

  また、国の地方公共団体への関与の見直しについて御説明いたします。 

  現行法においても、教育委員会が法令違反及び事務の管理及び施行を怠るもののあ

る場合、児童・生徒の命、身体の保護のため、文部科学大臣が違反を是正するように

なっております。 

  改正後は、現行法の指示の要件を拡大し、国の権限を強化するものでなく、いじめ、

自殺等の事件発生後においても、同種の事件の再発を防止するために指示ができるも

のと明確化したものでございます。 

  このような改正の要旨を踏まえ、今後は施行期日の平成２７年４月１日に向け、県

教委からの情報提供を受け、町長部局と協議しながら、必要な規定の整備を行ってい

きたいと思っております。 

  また、施行後はなるべく早い時期に総合教育会議を開催し、大綱の策定が実現でき

るよう町長部局と協力して準備を進めてまいります。 

  答弁は以上でございます。 
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○議長（中村 勤君） ２回目の質問ございますか。 

  １４番岩竹議員。 

○１４番（岩竹博明君） 今回の改正によって、教育行政の責任者としての教育長の立

場が明確化されてるんですが、新制度において、教育委員の立場はどうなるんでしょ

うか。お伺いしたいと思います。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（金藤賢二君） 今も御答弁させていただきましたように、今回の改正によ

り、教育長の立場とか明確さ、リーダーシップ的なものが強化されております。ただ

し、教育委員会は教育長、新教育長ですね、及びまた教育委員会で構成される委員会

で多数決で決まるという、これは変わっておりません。教育の教育委員のメンバーと

して、教育の専門家だけではなく、一般の住民、例えば保護者代表という形も今も選

出されております。そのような形になると思います。ただし、現在、教育委員会の委

員さんは５名という形になっておりますけれど、教育長が教育委員じゃなくなるとい

うことで、人数的には４名になるということは違ってくるということになってます。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問ございますか。 

  １４番岩竹議員。 

○１４番（岩竹博明君） 国が示しております地方教育行政制度の改革、その他で、総

合教育会議及び教育委員会の会議の議事録を作成して公表するよう努めなければなら

ないとありますけども、府中町はどのようになさるつもりか。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（金藤賢二君） 公表することがやはり義務づけられたということなんです

けれど、現在も教育委員会の議事録については、ホームページにおいて開示しており

ます。これの内容は概要的な開示になっております。これらを含めて施行後もやはり

教育委員会議と総合教育会議の議事録につきましては、やはりホームページのほうで

開示していこというふうに考えております。 

  以上であります。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第３項、２７年度実施の教育改革制度の対応はについ
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て、１４番岩竹議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第４項、投票率向上のための施策について、３番繁政議員

の質問を行います。 

  ３番繁政議員。 

○３番（繁政秀子君） おはようございます。元気がないね。もう一回言う、おはよう

ございます。ありがとうございます。やっぱり選挙に出よるけんね、元気な大きな声

を聞かんと元気が出ません。それでは、大きな声で質問をいたします。 

  きのう敬老の日だったね。それで、１００歳以上の人が２２人いらっしゃって、あ

のとき多分出席者が１８人ぐらいとおっしゃったと思うんですが、全部で７５歳以上

の方が５，１９６人ぐらいいらっしゃって、本当に健康のまち府中町というのを見せ

ていただきました。 

  といったら、きのうこんな話を聞いたんですよ。鶴は千年、亀は万年という言葉が

あるよね。そのように鶴は千年、亀は万年ですが、どうぞこれからお年を重ねた人は

つるつる、つるつる食事をするのではなく、かめかめ、かめかめとしっかりかんで、

もっと長生きをしてくださいという話をされました。私ね、これとってもいいねと思

うてね、鶴と亀に抱き合わせて、とてもおもしろいユニークな挨拶をされた方がいら

っしゃったそうです。これは町長さんも真面目に一生懸命話をされたんですが、こん

な挨拶も町長さん、楽しいでしょう。今度使ってください。 

  それでは、投票率向上のための施策について質問をいたします。 

  来年の４月には統一地方選挙が実施されます。できれば、府中町から出てられる人、

熊野から出とる人、熊野だけよね、あれだけしか出とりませんが、あれでも海田のほ

うやら坂のほうから出られるかもわかりませんが、投票率がもっとアップするように、

これまでたくさんの議員さんがこのことについて質問をされております。選管として

は、今後とも向上に向けた研究、検討に努力をしていくようにしますという答弁があ

ったと思いますが、その後の対応についてお伺いをいたします。 

  一つは、選挙管理委員会としてどのような検討会議がされてきましたか。 

  ２番目は、期日前投票所、それからもう一つの本当の投票所の増設の考えはありま

せんか。先ほど言うたように、本当に超高齢化社会を迎えて、投票所へ足を運ぶこと

も大変な高齢者もさらにふえ続けていると思います。そうした中で、集会所を投票所

として位置づけることも検討すべきだと思いますが、あわせてお伺いいたします。 
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  もう一つ、これは投票率には関係ありませんが、議員さんの中から、当選証書を夜

中の２時、３時ごろ持ってきてもらうのはどうかと、これはどうしてもこの当選証書

はその終わってすぐ持って行かにゃあいけんようになっとるんかどうか。それも聞い

てもらって、できれば、朝７時かぐらい、７時から８時くらいに持ってきていただく

と、通ったほうは安心して寝られると、通ってない人はしょうがないんですから、で

すからその辺もうちょっと聞いてみてくださいということですから、それは法律でそ

うなっとるのかどうか、お伺いをいたしますので、よろしくお願いします。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  選挙管理委員会事務局長。 

○選挙管理委員会事務局長（榎並隆浩君） 皆さん、おはようございます。３番繁政議

員からの御質問、投票率向上のための施策についてお答えいたします。私は、選挙管

理委員会の事務局長の職務を兼ねさせていただいておりますので、その立場で御質問

にお答えさせていただきます。 

  まず、１点目の御質問のその後の選挙管理委員会としての検討状況についてですが、

現在行っております投票率向上のための啓発活動内容も含めて答弁をさせていただき

ます。 

  既に御存じのことと思いますが、選挙啓発は通常時に行います常時啓発事業と、選

挙実施時に行います臨時啓発事業がございます。 

  常時啓発事業といたしましては、従来から実施しております将来の有権者である子

供たちを対象とした明るい選挙啓発ポスターコンクール作品募集、あと中学校生徒会

役員を決める選挙への選挙機材の貸し出し、また新成人を対象とした事業として成人

式でのパンフレット配布、そのほか、明るい選挙杯ソフトボール大会を基礎的な事業

として実施しております。 

  また、臨時啓発事業といたしましては、懸垂幕やのぼり、ポスターの設置、「広報

ふちゅう」やホームページの掲載、広報車や庁内放送による呼びかけを行っておると

ころでございます。 

  また、昨年で言いますと、広島県知事選挙の啓発活動といたしまして、つばき祭り

の中で時間をいただき、会場内において来場された方へ啓発物品、クリアファイルと

かポケットティシュなどを配布し、啓発活動に努めているところでございます。これ
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らの事業を実施しておりますが、投票率は依然として低い状況にございます。 

  そのため、選挙管理委員会といたしまして、昨年の広島県知事選挙における年齢別

投票状況を分析した結果、若年層の投票率が特に低かった現状を踏まえ、若年層の投

票率向上にまずポイントを絞って、実施可能な取り組みを新たに実施する方向で事業

の情報収集を行っているところでございます。 

  また、本年６月２０日には日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法

律を公布施行され、４年後の平成３０年６月２１日以降に行われる国民投票の投票権

年齢が１８歳以上となっております。また、これにあわせまして、選挙権の年齢も引

き下げる方向で検討されていることから、将来の有権者であります子供たちに対する

憲法や政治に関する教育の必要性も高まっている状況でございます。 

  このような状況の中におきまして、昨年広島県知事選挙以降におきましては、こと

しの２月から３月にかけてですが、広島県の明るい選挙推進協議会の府中町の実践委

員の方によりまして、町内の小学校３校の６年生児童を対象にした選挙の出前講座を

実施しております。 

  この出前講座では、みんなで考えよう選挙と題したテキストを配布いたしまして、

家庭学習、講義を踏まえた後、児童にクイズを出題するという方法で、楽しみながら

選挙のことについて学習をしております。この出前講座などの事業は、子供たちから

家庭へと選挙啓発の情報が波及され、その父母など、若年層の投票率の向上にもつな

がるといった相乗効果が見込まれることから、効果が高い事業と考えております。 

  そのため、このような事業が町の選挙管理委員会といたしましても、明るい選挙推

進協議会と連携し、継続的な取り組みとして実施できるよう、現在関係機関と調整を

行っている状況でございます。 

  次に、期日前投票所、投票所の増設についての考え方です。期日前投票所は１つ以

上設置とされておりまして、府中町ではこの制度ができた平成１５年１２月以降、役

場庁舎、向洋駅周辺区画整理事務所の２カ所に設置しております。この期日前投票所

の設置個所につきましては、当町の特性、コンパクトな市街地という点からいたしま

すと、現在の状況で充足できているのではないかと考えておるところでございます。 

  次に、投票所の増設の考え方について答弁させていただきます。 

  現在は町内の公共施設を利用し、１１カ所の投票所を設けております。このたび議

員がおっしゃいました高齢者の負担を軽減するために、集会所を一投票所として検討
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が必要ではないかとの御質問でしたが、投票所を決めるに当たりまして、施設の規模

というのも重要な一つの要素になります。といいますのが、衆議院議員総選挙を行う

場合におきましては、小選挙区、比例代表、国民審査投票と３つの投票がございまし

て、ある程度まとまった広さが必要であると考えております。 

  また、選挙事務を遂行する上で基本的には公共施設を利用することが選挙事務の運

営管理上も容易であることから、現時点におきましては、集会所を一投票所として増

設することは難しいというふうな考えでございます。 

  それと、当選の告知、夜中についてどうなのかと、法的にどうなのかという御質問

が最後にあったかと思いますが、公職選挙法の中で、町長選、町議会選における当選

人への告知につきましては、当選人が定まった場合は、選挙長は町の選挙管理委員会

へ報告する必要がございます。その報告を受けた選挙管理委員会は直ちに当選人に当

選の旨を告知し、かつ当選人の住所及び氏名を告知しなければならないというふうに

されております。法律上直ちにという言葉どおり、すぐにということですので、夜中

になりますが、法にのっとり行っているというふうなことでございます。翌日お渡し

するのは当選証書ということで、まず当選したということで、文書をお届けするとい

うのが法にのっとってやってるのが、今でございます。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問ございますか。 

  ３番繁政議員。 

○３番（繁政秀子君） 事務局長もかわって、若くてすばらしい事務局長になったから、

もうちょっと考え方がやわらかくて、答弁もまあもうちょっとユニークで楽しい答弁

が出るかなと思っとったら、まあ案の定、役場の職員そのまんま、やっぱり少し考え

てみたとか、また僕はこういうようにできんことはないと思うんですが、考えてみる

とか、そういうものが言えるようになってもらいたいね、今から私らが育てないけん

ね、と思いました。やっぱりできません、こうですからできません、こうですからで

きませんという答弁はどこでもやっとる、どこでも。府中町だからこういうことがで

きたということがないと、進歩も発展もないじゃろう。だから、最後の、今の当選証

書か何か持ってくるじゃない。あれも府中町では、直ちに言うても、２時か３時ごろ

持ってこんでもええわね。みんなにそのことは理解してもらって、次の日の朝持って

まいりますからねという話をして、できればそうしてもいいわけよ、と思うよ。罰金
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もらうわけでもなし、罰あげるわけでもなし、そういうとこはもうちょっとやわらか

く考える。 

  それから、今度は投票が、どうやったら投票が、投票率が上がるかという質問しよ

るんじゃけど、未来のある子供たちに選挙について勉強して、６年生に勉強させて、

この人が未来になるいうたら、今度４月に投票率が上がるようなことにはいかんよね、

これ、今６年生に勉強させて。そうだろう。今たちまちもうずうっとみんなが言うて

きとるのは、投票率をどうにしたら上がるか考えてくれと言うとるのを、あなたらは、

投票率を上げるのには小学校のときから選挙についての興味を持ってもらって、その

勉強させていけば、いずれはという、帰っておじいさんやおばあさんに、きょう僕は

こういうようなことしたんじゃが、投票に行かないけんよねて、子供が言うかどうか、

言うて、おばあさん、おじいさんが飛んでいくかどうか、その辺はちょっと考えもん。

やっぱりそうするんだったら、例えばいろんなとこでやってる、小学校６年生か中学

生を中心にした、ここでやる模擬議会、ああいうようなことをやればちょっと違うか

わからん。また、そうすれば、おじいさん、おばあさんも、うちの子が町長にならし

てもらうんじゃげないうて、自分の孫が、喜んで来てくれて、ええ、こんなとこでや

りよるんじゃの、議員さんが、いうのを見てもらうだけでも随分違うと思いますよ。

そういうことに切りかえて考え方をやっていけばいいんじゃないかと思うし。 

  それから、今度、成人した人に成人式のときにチラシを渡すわね、選挙に行ってく

ださいよ、お願いしますいうて。以前は選挙管理委員長が舞台の台の上へ上がって言

いよっちゃったことがあるよ。皆さん成人式で選挙権を得たんですから、ぜひこれか

らある選挙には行ってくださいいうて、選挙管理委員長が言ようちゃったことがある

と思いますが、今チラシだけ渡すんじゃけん、結局、もろうても帰るときに見やせん

わな。これが同じチラシでも開いたら、開いてぱっと開いたら、中から何でもいいわ、

楽しげなもんがぽっと飛んで出てくるとか、ああいうようなもんじゃったら開こうよ。

何か考えて、やっぱり選挙に興味を持ってもらうようなことを考えてもらいたいとい

うのを訴えるわけで、私が。今までの選挙管理事務所の事務局長が言うた答弁とそっ

くりじゃわ。そっくりじゃったら、無理にあなたかわってもろうて、事務局長、若く

てええのがなったけ、今度はええぐあいにやってくれるでの、期待しとったのに、ま

あがっかりよね。考え方を少しやわらかく変えて、やっぱりいろんなことができて投

票率が上がっていく方向を考えてもらいたいのと。 
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  それから、夜中の２時、３時に無理に持ってこんでもええんじゃないかて言うんだ

から、それ議員さんに理解して、当然した議員さんに理解をしてもらういうのは、そ

の日にやっぱり聞かないけんけ、同じことになるかどうかわかりませんが、その辺も

考えてみてもらって、それも少しは改めてやってもらうような方向に持っていくとか。 

  それから、投票所の問題について、狭い、集会所じゃ狭いから、広さも要る、３つ

ぐらい投票せなゃあいけんことがあるから広さも要る。それはわからんことはないん

ですよ。だけども、身近な選挙のとこだけぐらいは１回ぐらいやってみたら、町長さ

んはええことよの、わしら足が痛いけ選挙行かれん言うたら、こがいな便利なとこ、

ええとこでしてくれてじゃのいうて、やっぱりみんな喜んでと思うよ。そら投票へ行

きたい人たちからの声じゃけ、私が出したわけじゃない。近くで投票できるようにし

てもらえんかいのいう人は、投票所へ行って投票したい人の声じゃけ、それも１回は

選管で皆で話し合うてみてもらって、検討してもらいたいと思う。前はそうなん、や

ってみて。それで、また１２月に聞くけ。じゃけ、投票率がどがいに上がっていくか

というのをやってもろうて、なかなか。 

  ほじゃけ、今言うた、夜中に持ってくるのやめてというんと、それから子供たちに

やるんだったら模擬議会でもやってみたどうかと、それから成人式で渡すんだったら、

やっぱり１回ぐらいは選挙管理委員長が舞台の上に上がって、同じように、選挙がこ

とし４月に統一地方選挙がありますので、せっかく選挙権をもらったんだから、選挙

に行くようにしてくださいというような、何かいい話をちょっとでもええ、してくだ

さったら、また新たな新しい感覚で子供たちが成人者が捉えてくれるかもわかりませ

ん。 

  それから、選挙の事務、あこで座って受け付けしたり、いろんなことするんがある

じゃないですか。それも公募しとってんだと思うんです、公募して、なるべくなら若

い人たちがそこへ座ってくれるようなことも考えてみられたらどうでしょうか。 

  これは全くこれと関係があると思って私は話聞いたんですが、松山でしたかね、

（聴取不能）かね、消防団がふえんのよ、うちがたみたいに消防団が、若い人が入っ

てこん。けさやってたんですが、それで何を考えとってかいうたら、企業があるじゃ

ろ、企業の消防団とか、町の商店街の消防団とか、いろんなところに消防団を頼んで

つくっとってんて、大学生なんかもボランティア消防団みたいなのを頼んでやっとる

んね。そしたら、その人たちがＡＥＤの使い方を習うとる、そこで。それで、それが



- 23 - 

もとで消防署の職員になったとか、大学を卒業して消防署の職員になったとか、消防

団に入って地域で活躍しよるとかいうの、松山がやってましたよ、消防団をふやすの

に。何でもふやすのには、いろんな知恵を出し合うていろんなことやってるから、や

っぱり投票率を上げるには、みんなで知恵を出し合って投票率が上がるように検討し

ていったらいいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  選挙管理委員会事務局長。 

○選挙管理委員会事務局長（榎並隆浩君） ただいま繁政議員からいろんな御意見をい

ただきました。模擬議会であったり、成人式のときに興味がわくような、何か配るに

しても、そういう形、あるいは一言その場で選挙のことをアピールされたらどうかと、

成人に対してとか、いろいろ意見を言われました。それと、そのほかにも選挙事務と

か若い人を雇用したらどうなのかというふうなことも言われました。確かに投票率の

低下というか、そういうのは府中町だけではなくて、全国的な問題となっております。

その中で府中町としてどんなことができるのかということの中で、いろいろ今のよう

な御提案いただきました。町の選管といたしましても、あれもこれも一遍にはできな

いと思いますが、できることから手をつけて、少しでも投票率の向上につながればと

いうふうに考えておりますので、お願いいたします。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問ございますか。 

  ３番繁政議員。 

○３番（繁政秀子君） ２時、３時のほうは言わんかったよね。考えてみる。その答弁

が漏れとるよ。 

  それと、ほらカープの女子会いうのがあるじゃろう、東京のほうから来とるじゃな

いですか。あれ聞くところによると、東京のほうから来る人の、カープの女の子、女

子会の子は、交通費出してやって、すごくいいぐあいにしとる。それで、それがもと

で物すごい入場者がふえてる。なぜかいうたら、勝ったらその女子会のカープの女の

子らが、もう誰にでもハイタッチしてくれるんじゃそうながね。それで、そのカープ

へ行くおじちゃんたちが大喜びして、まあきょうも勝ってハイタッチしてもろうたい

うて、大喜びして帰りよってんじゃそうな。それをよその球団は見て、うちがたもあ

あなんが欲しいいうようになっとるいう話ですが、それはどうかわかりませんが、そ

ういうようなことがあって、できればいろんな人が受け付けなんかでも参加、協力し
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てもらえるようにしていくと投票率は上がると思いますから。 

  さっきの夜中に持ってくる分だけ、もう一回ちょっと答弁してもらって、以上で大

分わかりましたので、よろしくお願いします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  選挙管理委員会事務局長。 

○選挙管理委員会事務局長（榎並隆浩君） 当選人への告知の時間のお話ですが、法律

ではそうなっとるんですが、運用上、ほかの自治体はどうなっとるか、ちょっと調べ

てみようとは思いますが、基本的には法にのっとってやっておるということで、町の

選管としてはそれが基本かなというふうには考えております。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 以上で第４項、投票率向上のための施策について、３番繁政議

員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） ここで休憩をいたします。再開は１１時といたします。休憩。 

（休憩 午前１０時４０分） 

 

（再開 午前１１時００分） 

○議長（中村 勤君） 休憩中の議会を再開いたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 続きまして、総務文教関係、第５項、公立学校施設の防災機能

の向上について、４番増田議員の質問を行います。 

  ４番益田議員。 

○４番（益田芳子君） 質問の前に、初めに８月の未明に広島北部で発生しました豪雨

災害によりとうとい命をなくされた方々にお悔やみを申し上げ、被災地域の皆様に心

よりお見舞いを申し上げます。 

  それでは、質問に入ります。 

  公立学校施設の防災機能の向上について、大規模地震等の災害発生時、学校施設の

役割は、第一に児童・生徒や教職員の安全確保です。このため、地震に強い学校づく

りが緊急の課題の中、本町も学校施設の耐震化工事を最優先で進めていますが、学校

施設は地域住民のための避難所としての役割も担っていることから、耐震性の確保と
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避難生活に必要な諸機能を備えることも求められています。 

  このたびの広島北部で発生しました土砂災害でも、学校施設は多くの住民を受け入

れ、避難所となりました。３年前の東日本大震災や過去の大規模地震の際にも、避難

所として活用された実績は多くありますが、一方で、学校は教育施設であるために、

避難所としての使用に際して不便やふぐあいが生じていることも事実です。 

  災害時に地域住民の避難生活や避難所の運営に必要なスペースを確保し、トイレ、

電気、水、ガスや伝達情報、手段等の機能を保持するための必要な対策は確保できて

いるのか。 

  避難所の運営や災害発生後の学校教育活動の再開など、学校施設利用計画や避難所

の運営マニュアルは作成しているのか、災害による地域の避難所として学校施設に必

要な諸機能の中で、エアコンの設置も重要な課題と思います。 

  エアコン設置については、これまでにも他の議員から質問が出ております。答弁で

は、学校の耐震化工事を最優先するために、同時にエアコンの設置は財政的に厳しく、

今後の気候の変化に対応しますとのことでした。 

  ことしの夏は異常気象により、例年に比べて気温は低い日もありましたが、学校施

設へのエアコン設置については、温暖化の影響で今後も気温はさらに上昇すると予測

されています。 

  先日、中央小学校の授業参観をしました際、仮設校舎の不便さ等もお聞きしました

が、児童はエアコンの入った教室で暑さ対策という点では過ごしやすく、大変学びや

すい環境で授業を受けていました。学校施設へのエアコン設置について、財政状況は

厳しいと思いますが、避難所としての機能とあわせた今後の方向性について、町長の

お考えをお尋ねします。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（梶川幸正君） おはようございます。生活環境部長でございます。 

  ４番益田議員の公立学校施設の防災機能の向上について答弁をさせていただきます。 

  １番、２番につきましては、私のほうから答弁をさせていただき、３番目の質問に

つきましては、町長のほうから答弁をさせていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 
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  まず１番の災害時に地域住民の避難生活や避難所の運営に必要なスペースを確保し、

トイレ、電気、水、ガスや情報伝達手段等の機能を保持するための必要な対策は確保

できているのかについてでございますが、１つ目の御質問でございますが、避難場所

として指定している小学校５校、中学校２校の避難所スペースとして、体育館を考え

ております。 

  次に、トイレ、電気、水道、ガスなどのライフラインの確保についてでございます

が、トイレは災害用簡易トイレや、平成２８年から平成３０年度に整備いたしますマ

ンホールトイレを、各小・中学校とくすのきプラザ、空城山公園、揚倉山公園の計

１０カ所に設置を行います。 

  次に、電気ですが、停電から復旧までの間は、ガソリン使用の発電機４台や、ガス

ボンベ使用の発電機１８台や、携帯を充電することができるソーラーランタン４０個

により、主に避難所の照明用として電力の確保を行ってまいります。 

  水についてでございますが、府中町地域防災計画の給水計画により、広島市水道局

に給水車の出動を依頼することになります。また、災害用として、飲料水５００ミリ

リットルペットボトルを４，２００本備蓄しており、さらにプール等の水を浄化し、

飲料水として飲むことが可能な浄水装置２台も装備しています。飲料水とは別に、生

活用水として、平成２５年度より災害時協力井戸の協定を締結しており、現在８件協

定を結んでいるところでございます。 

  ガスにつきましては、災害時における防災活動協力協定を、現在、民間の大手スー

パーチェーン２社と協定を締結しており、災害が発生したときには、カセットコンロ

やガスボンベ等の供給を受けることとしております。 

  また、応援物資が届くまでの間、町が備蓄している食糧や水のほか、災害協定を結

んでいる大手スーパーチェーンから食糧、生活物資などの供給を受け、町民の避難生

活の支援を行っていくところでございます。 

  伝達情報手段につきましては、移動無線局１５局を使用し、府中町災害対策本部と

の連絡により、さまざまな災害情報の収集及び伝達を行ってまいりたいと考えており

ます。 

  次に、２の避難所の運営や災害発生後の学校教育活動の再開など、学校施設利用計

画や避難所の運営マニュアルは策定しているのかについてでございますが、まず学校

施設利用計画についてでございますが、災害発生後の学校教育活動の再開や、学校施
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設利用計画については、府中町地域防災計画の第３章、災害応急対策計画、第１３節、

文教計画により計画を行っています。 

  学校の管理者は、学校が地域の避難所となった場合は、避難所に供する施設、設備

の安全を確認した上で、町長に対しその利用について必要な情報を提供いたします。

避難生活が長期化する場合には、応急教育活動と避難者へ支援活動との調整について、

町と必要な協議を行います。 

  また、応急教育を実施するため、校内施設の活用、または町内の他の学校、公共施

設の利用等について、関係者協議の上、実施場所の選定を行います。応急教育実施場

所が町内で得られない場合は、県教育委員会の協力のもと、実施場所の確保をするこ

ととしております。 

  次に、２つ目の御質問ですが、避難所の運営マニュアルについてでございますが、

災害状況に応じ２つの避難所運営マニュアルを作成しています。災害の大きさや範囲

によりますが、台風や大雨等、事前に災害が想定でき、避難所の運営準備ができる場

合と、東日本大震災レベルの地震により、大規模な災害が発生したときで、町の職員

等が避難所を運営できない場合の避難所運営マニュアルを作成しております。町職員

が避難所を運営できない場合については、２年前から行っています小学校区単位の避

難訓練で、避難所運営の基本を地域の住民や自主防災会にお願いし、自助、共助の観

点から、速やかな避難所の運営が行えるよう訓練を行っているところでございます。 

  私のほうからは以上でございます。３の御質問につきましては、町長のほうよりお

答えさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 町長。 

○町長（和多利義之君） ４番益田議員の３項目の災害による地域の避難所として、学

校施設に必要な諸機能の中で、エアコンの設置も重要な課題と思う、町長の考え方を

聞きたいと、こういうことでございますが。御案内のように、学校教育施設には、過

去職員室、保健室、図書室、音楽室にはもう周辺でもいち早くこの設置をしてきたと、

教室にはということで、各議会で他の議員さんからも質問いただいて、教育委員会も

お答えをしておる。このお答えは内々で調整をしたことでありまして、私といささか

も心は変わっていないと、こういうように受けとめていただいていいんじゃないかと。 

  特に、今回の益田議員の質問については、この文章を見る限り、教室だけじゃない

避難場所ということになりますと、体育館にもいう意味だというふうに思っとるんで
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すが、それで間違いありませんか。そうですね、避難所ですから、いうことだと、教

室も使う場合があると思います、主体は体育館と、こういうことだというふうに理解

をさせていただいたと、それで２点についてお答えをするんですが。 

  まず、教室については、過去教育員会としては、まず学校の安心・安全、災害にも

ということで耐震改修を優先をさせていただきたいと、こういうことを申し上げてき

ておるということでございますが、その後にということでもあるわけですけれども、

その中に、夏の、ことしは梅雨が長かったからそうまでなかったんですが、３０度を

超えるという日が、今、二、三日言われたんですかね、過去、これが多くなると、そ

んなことは言わずにできるだけ早く設置をしたいと、こういう趣旨の答弁をしておる

ということでございまして、その調整はいたしておるんで、そうなったときにはやは

り最善を尽くして財政を調達しなきゃあいかんと、こういう気持ちを持っておるとい

うことでございまして、できるだけ早くやるということになりますと、御承知のよう

に、３億８，０００万円要るいうて言われたんですね、これ３分の１が補助金で、そ

してあとはもう起債が７０％ですか、７５％か、あとは一般財源、大体あと一般財源

が５，０００万円ぐらい要る。今の学校の耐震も大きな起債も起こす、区画整理もや

ると、そういうことになりますと、余りたくさん借金をするのはいけないという基本

的な考え方を持っておりますが、これらがいずれ先が見えた、そこで思い切って２年

や３年のことはないという気持ちを持っておる。５，０００万円程度自主財源を調達

すれば何とかなると、こういう気持ちを持っておりますので、この約束は守るべくこ

れからも努力をさせていただきたいと、このように思っておるということでございま

す。 

  それと、体育館については、大体空調を入れる施設になっておりませんので、これ

をどうすべきかという問題もあるんですが、これについては一時的な移動できる、そ

のときにやれるというようなことを検討する以外にないんじゃないかなと。中にはビ

ニールの袋を膨らませて冷たい空気を送るとか、いろんな方法があるんですが、ただ

移動式で冷たい空気を送る形とか、いろんなのがあるんですが、どういうものが効果

があるんか、やっぱりこれから検討して、今回の災害を見ると、何とかしなきゃあい

かんなという気持ちは特に大きくなっとるということでございますので、期待に沿え

るようにこれからも頑張っていきたいと、このように思っておるということを申し上

げまして、お答えにかえたい、こういうことでございます。 
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  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  ４番益田議員。 

○４番（益田芳子君） 御答弁ありがとうございました。 

  冒頭にも言いましたけども、避難所においては、平成７年の阪神・淡路大震災や平

成１６年の新潟県中越地震、また記憶に大変新しい３年半前の東日本大震災では、学

校施設は避難所として長期にわたり避難所の受け入れをしながら、地域住民に必要な

収集、発信と食糧、生活用品など、物資を供給する拠点として役割を果たしました。 

  しかしながら、被災後は数々の指摘から、今回においても避難所となる学校施設の

防災機能についても取り上げられました。このことから、近い将来大規模地震の発生

が予告されている地域では、運営書の、マニュアルの作成の取り組みが進んでいます。

本町におきましても、被災経験のない町でございますので、そういった点でマニュア

ルがどこまで正確にされているのか、そういったことを先ほどお聞きいたしました。 

  避難所に関連する法令では、災害基本法と大規模災害時における応急救助に定めた

災害救助法があり、その防災計画の中では、避難所の指定、住民への周知徹底に努め

るとありました。先ほど部長のほうから、体育館ということが上がりましたけども、

避難住民の方は、避難所として体育館のみなのか、教室なのか、校長室なのか、そう

いったところなかなかわかりにくいところもあります。 

  先日も団地にお住まいの方から、土砂災害の場合、指定された避難所が危険になっ

た場合、次にどこの避難所に行ったらいいのか、その辺が具体的に示されてないとい

うお話も聞きました。 

  平成１８年５月に国立研究所が実施した全国規模の学校施設整備の防災機能に関す

るアンケート調査からも、学校災害対策マニュアルを制定している地域公共団体は、

都道府県で約７０％、市区町村は５９％のうち、避難所機能を考慮したマニュアルを

策定しているのは、約半分の全体の３分の１、学校施設を計画、設計する際に、避難

所として利用を想定した特別な配慮をしているのは、都道府県の約１７％、市区町村

の約２８％という結果も出ております。 

  先ほど部長の答弁の中で、なかなか避難所における細かいマニュアル等が聞けなか

ったということもあります。一番は、避難所の初動態勢として、誰がどのように避難

所としての使用許可を出すのか、それから避難所、学校施設の開設は誰が行うのか、
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住民から見て誰が職員か教職員なのか、これアンケート調査で住民の方が言われたこ

となんですけども、全く区別がつかなくって、誰にお願いしたらいいのか、誰に声を

かけたらいいのかっていうことが大変わからなかったということもありますし、先ほ

ど非常無線、伝達方法についても述べられましたけども、大変そういった機能がある

にもかかわらず、なかなか伝達に支障が起こってしまった。ライフラインは切れてる

中で、今言われた器具等が本当に使えるものかどうか、そういったこともあわせても

う一度質問をいたします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（梶川幸正君） 初動態勢を判断するのは、府中町の災害対策本部でご

ざいます。そこが適切な避難場所を指定し、そこに避難をしていただくと、こういう

ことになろうかと思います。 

  そして、まず次に、誰が開錠、あけるのかということでございますが、一応学校関

係も含めてなんですが、全部安心安全室のほうで一括鍵を管理しております。町の職

員が開錠すると考えております。 

  情報伝達につきましては、今の御答弁申し上げましたように、今の移動無線局、こ

れトランシーバーみたいなもんなんですが、これは町内どこでも入りますので、一応

避難所になったところには、そこに常設いたしまして対応していきたいと、そして災

害対策本部とのやりとりをやっていきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） 町民生活課長。 

○町民生活課長（金光一隆君） 避難所を開設する際に、住民が誰に言えばいいかとい

う御質問があったと思うんですが、これについては、安心安全室で災害対策本部を開

いておりますので、そこへ連絡していただければ、ただ、連絡するまでには動く場合

には、全てそういった施設、避難所の施設管理者であるとか、安心安全室においても

合い鍵を持っておりますので、すぐそういう非常態勢で開錠して開設していくという

準備はとっております。住民がもしまだ開かれてないということであれば、安心安全

室のほうへすぐ情報をいただければ、すぐ対応はしてまいりたいとは思っております。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 
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  ４番益田議員。 

○４番（益田芳子君） 避難所の開設について、今質問いたしました。今回の広島市北

部での避難所におきましても、皆様も御存じのとおり、避難所に行ったけども、あい

てなかった。過去の大きな東日本大震災においても、窓を割って入ったというような

ことから、開設、今安心安全室の職員と言われましたけども、地域住民の方はなかな

かその辺が理解できない。今回のように真夜中であったり、そういったときにどうい

うふうな、誰にまず最初にっていうところから、私たち議員にすらなかなかそういっ

たものが見えてこないというのが今の現状かと思いますので、その点もしっかり皆様

にわかるように情報発信をしていただきたいと思います。 

  それから、避難所における、いわゆる、ものの中にマットも用意されていると思い

ます。今回の広島の災害のときにも、テレビ等で報道されましたように、大変お年の

高い方が冷たい床にマットだけで敷いて寝るのは、本当に過酷なことっていうことで、

保健師の方が急遽メーカー等に連絡されて、段ボールでつくったベッド等を用意され

たという経緯もございますので、今回の避難所での対応等ももう一度しっかり精査し

ながら、我が府中町では絶対そういうことがないというようなマニュアルづくりをつ

くっていただきたいと思います。 

  それから、エアコン導入に関しましてですけども、エアコン導入に対する賛否とい

うものもあります。ここで冷暖房に対する賛否っていうところで、多くの意見の中で、

風通しの悪い教室や、夏の建物自体の熱気を避け、快適な環境で学習ができる、そし

て子供たち、児童・生徒は集中力が上がったから、子供の集中力が高まるわけではな

いけれども、換気をしても外気が暑いときなどは体力を奪われるために、冷房で快適

に過ごさせたい、勉強しやすい、校舎内が静かになる、落ちつく、暑さにより体調不

良を訴える児童が減少する、年間を通じて変わらない環境で授業ができる、そういっ

たお声も聞いております。 

  公立小学校のエアコン導入は、地球温暖化に対しても新たな対応していかなければ

ならないと考えております。町の人口も、町の税収も変化をしています。その中に気

候変動も入れていただきたい。このたびの広島北部で発生しました豪雨災害では、教

室にエアコンが設置されていたことで、随分高齢者の方、また妊婦の方、小さい子供

さんたちは体調もよかったと聞いております。 

  エアコン設置については、公平性の面からは多数の学校に一斉に設置する必要があ
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り、私自身もこのたび中央小学校の仮設に行きまして、子供たちがエアコンの中で快

適に過ごしている姿を見ますと、段階的に設置をしてもいいのではないか、そういう

気持ちになりました。 

  財政面では大変厳しいかと、先ほども町長から言われましたけども、防災機能を備

える施設の調整に際して活用できる文部科学省の学校施設整備補助制度のほかに、内

閣府、農林水産省、経済産業省、国土交通省を活用した制度があると聞きましたけど

も、この制度を活用しているところは少ないと聞いております。そういった活用をし

て、町長が言われます財政的な面もクリアをして、避難所に対するエアコン設置、ま

た教室内のエアコン設置をもう一度考えていただきたい。いつ、どういった災害が起

きても府中町は安心・安全の施設があるっていうことを皆様に承知していただき、ま

たこれから少子化対策の中で子供たちが、府中町で住んでよかった、学びたいという

子供さんたちがたくさん府中町に来られますように、そういったこともあわせて万全

の体制をしていただきたい、そういうふうに願っております。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 御要望でよろしいですか。 

○４番（益田芳子君） はい。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第５項、公立学校施設の防災機能の向上について、

４番益田議員の質問を終わります。 

  以上で、総務文教関係の質問、全部を終わります。 

  続いて、厚生関係の質問を行います。 

  厚生関係、第１項、土石流発生の危険性調査について、１３番力山議員の質問を行

います。 

  １３番力山議員。 

○１３番（力山 彰君） 改めまして、広島市で発生しました土砂災害につきまして、

亡くなられた方にはお悔やみを、そしてけが、財産等被害を受けられた方に対しては

お見舞いを申し上げます。 

  さて、土石流発生の危険性調査について御質問いたします。 

  府中町総合防災マップによれば、府中町には「土石流の被害が想定される箇所」と

して指定された箇所が多数あります。そこには多くの方が住んでおり、一旦土石流が

発生すると甚大な被害が発生します。その区域に住んでいる人は、大雨が降るたびに
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川の状態をとても心配しており、土石流が発生するのではないかと大変不安な思いで

過ごしております。 

  府中町総合防災マップに記載された土石流の被害が想定される箇所としての区域の

指定は、広島県が地図上で行ったもので、現地を調査して決めたものではないと聞い

ております。 

  そこで、府中町総合防災マップ作成後、土石流の被害が想定される箇所として指定

された区域を流れる川をさかのぼり倒木が川を覆ってないか、斜面の石が落ちて川の

流れを阻害してないか、などを含め、土石流の発生の危険性について調査したことが

あるのかないのか、もし、調査したことがないのであれば、今後調査を行う計画はあ

るのかについてお伺いいたします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（梶川幸正君） １３番力山議員の土石流発生の危険性調査について答

弁をさせていただきます。 

  議員御指摘の府中町総合防災マップ作成後、土石流の被害が想定される箇所として、

土石流の発生の危険性について調査したことがあるのか、また今後調査する予定はあ

るのかについてでございますが、現在、公表している土砂災害危険箇所図は、広島県

が土砂災害への備えや警戒、避難に役立てていただくことを目的に調査要領に従い、

２万５，０００分の１の地形図を用いて土砂災害のおそれのある箇所を把握し、県内

約３万２，０００カ所の公表を行っているものでございます。これは法に基づいたも

のではございませんが、平成１１年度に国土交通省の指導のもと、広島県が図面をも

とに調査した結果でございます。 

  議員御質問の土石流の被害が想定される箇所の危険性について、現地調査したこと

があるのかについてでございますが、現在のところ、府中町における土砂災害危険箇

所については、広島県が行う土砂災害防止法に基づく基礎調査は行われておりません。

これは平成１１年６月の豪雨で土砂災害が発生した地域や危険性の高い箇所から順次

行っていることから、調査までには相当の時間を要しているとの広島県の回答でござ

いました。 

  府中町においても、現在ある２４カ所の危険渓流については、これまで現地踏査を

行ったことはございませんので、今後、県が行う詳細な調査とは別として、実際に川
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を遡上し、川や斜面の状況を確認するなど、現状の把握に努めてまいりたいと考えて

おります。 

  また、広島県が行っている基礎調査につきましては、早期実施の申し入れや、進捗

状況の把握に努めたいと考えております。 

  以上、答弁とさせていただきます。よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問ございますか。 

  １３番力山議員。 

○１３番（力山 彰君） 実は、私、１９９９年、平成１１年６月末に広島市、呉市で

起きました土砂災害ございますね、広島市の五日市に私のおばが住んでおりまして、

土石流のど真ん中に置かれました。まだその当時の新聞、ここに持ってますけども、

家が見事に上空からの写真ですが、写ってます。数日たってずっと電話をかけたんで

すけども、かからないんで、どうもおかしいということで現地へ行ってみますと、本

当にその地域が大変な状況だった。私のおばは、日中でしたから、災害が起こったの

が、土石流が流れてくるのが見えたから、急いで少し隣が高くなってるんですね、そ

こに石垣をよじ登ったと、もう足が悪いんだけど、必死になって登ったというような

ことで、それで助かったというふうに聞いております。 

  そういったことから始まりますけども、この災害を受けて、国では平成１３年に土

砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律を施行されておりま

す。それを受けまして、平成１５年、２００３年３月３１日ですが、広島県において

全国初の土砂災害警戒区域などの指定を実施されております。さらに、それに基づい

て各市町村に防災マップを整備しなさいというようなことが県から各市町にあったか

と思っております。府中町では、平成２１年に府中町防災マップを作成されていると

いうことでございます。 

  先ほど広島県には約３万２，０００カ所の危険箇所があるよということでございま

す。災害が起こってから大分日にちがたちましたが、少しずつ事実が出てきておりま

して、広島県では６市町村がまだ未調査ということになっております。これは費用が

大変、人が要る、専門家が要る、費用もかかる、いうようなことで後回し、後回しに

なって、府中町は後回しになってると思って、まだ調査、いつ調査するかわからない

と、今回恐らく災害が起こったですから、そっちのほうを先に対処をするから、まだ

まだおくれるだろうということになるかと思います。 
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  先ほど回答に、府中町でも調査するということがありました。私もそれをぜひ言葉

で聞きたかったし、調査しないと危険性はわからない、危険性がわからないから、広

島県にも何とかしてほしいと、府中町だけではだめだと、よう手がつけられないとい

うことが言えるわけですよね。それもせずに、ただ県がしてくれるのを待っとるから、

まだ調査はできないという回答が来るのが一番怖かったんですが、その点本当に安心

しました。 

  ぜひ、これを前もって進めていただいて、調査を、府中町だけでもとにかく、どっ

かの学校の先生を連れてくるのが一番いいんでしょうけど、それらも含めて、環境部

だけではなしに、下の建設部も含めた、土木の専門家等も含めて協力してやっていた

だきたい。そうすることによって危険箇所があれば、その地域の住民が、私のところ

は本当に危険なんだということで、避難等の対策を本気になって考えるかと思います。

今の防災マップだけでは、「ふーん、うちは危ない地域なん」だけで終わってるんで

す、実は。何となく気持ち悪い、怖いという思いがあっても、その気にまだなってな

い。だから、それをできるだけ早くお願いしたいということを今回お願いしておきた

いと思います。 

  それと、あと新聞によりますと、６市町村がまだ、６町ですか、だけということで、

あと二十数％になっとると思いますので、ぜひ県をたたいてください。もし危険であ

れば、本当に調査をお願いするとともに、治山ダムとか砂防ダムとかいうものを要望

を働きかけていかないといけないと思います。町民の命を守るために、ぜひお願いし

たい。土石流が発生したら受けとめるわけにいきませんから、逃げるしかないんです。

できるだけ早い時期に逃げる態勢をその結果をもってではないんですけども、より促

進するために、ぜひ強力に県にも働きかけていただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 要望でよろしいですか。 

○１３番（力山 彰君） はい、要望で結構です。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第１項、土石流発生の危険性調査について、１３番力

山議員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 少し早いんですが、ここで昼食休憩に入りたいと思います。休

憩。１３時から再開いたします。 
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（休憩 午前１１時４１分） 

 

（再開 午後 １時００分） 

○副議長（慶徳宏昭君） 議長交代しました。休憩中の議会を再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（慶徳宏昭君） 続いて、厚生関係、第２項、父親の子育て支援をについて、

１番小菅議員の質問を行います。 

  １番小菅議員。 

○１番（小菅巻子君） 父親の子育て支援をということで質問いたします。 

  核家族が進み、世代間交流も薄れている今日、これからの子育ての基本、土台とな

るのは、社会全体での応援体制は言うまでもありませんが、特に父親の子育ての参加

は大きな役割を果たす位置づけにあると思います。お互いが協力し合い、子育てに取

り組む必要性は高くなっていると思います。しかしながら、まだまだ子育ては母親が

中心というような意識が強いのも現実であります。 

  このような中で多くの自治体では、父親の子育て支援をするために、いわゆる父親

ハンドブック、父子健康手帳など、さまざまな父子手帳を発行し、父親の育児参加に

積極的に取り組んでいます。 

  府中町においても父親の子育ての支援の意識を醸成するための取り組みとして、父

子手帳の交付も考える時期に来てるんではないかと思いますが、考えをお聞かせ願い

ます。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  福祉保健部長。 

○福祉保健部長（末釜由紀夫君） １番小菅議員からの父親の子育て支援をという御質

問に御答弁申し上げます。 

  今の世の中、子育てが大変難しい時代になってきていると思います。核家族化の進

行によりまして、子育ての場面で祖父母世代の力を十分に活用できなくってしまいま

した。昔は、子供は外で遊びなさいといって、外へ放り出しておけば、御近所の異年

齢の子供たちと遊び、その中でもまれて切磋琢磨する中で社会性を育むことができま

した。そして、御近所のおじさんやおばさんが優しく、時には厳しく地域社会のルー

ルを教えていました。今は残念ながら、危なくて子供だけを外に出しておくことはで



- 37 - 

きなくってしまいました。 

  このような状況の中で、子育ての負担を母親だけに任せていたのでは、母親が疲れ

切ってしまいます。今こそ父親の積極的な育児参加が必要とされております。それは

子供を守り育てるだけではなく、母親を守るためでもございます。現在、当町では町

内に２カ所ある地域子育て支援センターにおいて、父親に子供と遊ぶ楽しさやおもし

ろさを感じ、母親とともに子育てをするということを認識してもらうために、「お父

さんと遊ぼう会」や、父親を対象とした「子育て講座」を開催しております。また、

児童センターにおきましては、父親と子供が楽しめるイベントを盛り込んだ「育メン

祭り」や、父親向けの講演会を開催し、さらには、地域のお父さんたちがみずから企

画したイベントを実施されるなど、父親の子育てへの積極的な参加を促すためのさま

ざまな事業を実施いたしております。 

  健康推進課におきましては、妊婦教室を「すくすくパパママ教室」と名づけて、御

夫婦での参加を呼びかけております。しかし、このような事業に参加されます父親は、

まだまだ少数派でございます。今後、さらに父親の育児参加を促すための取り組みに

力を入れていかなければならないと考えております。 

  御質問の主題でございます父子手帳と申しますのは、父親教育の手引書的なもので

あろうと考えております。女性の妊娠、出産、産後における体と心の状態の変化、出

産に臨む父親の心構え、子供の成長に合わせた対応方法などが掲載されており、子供

の成長記録などの記載欄なども設けられております。父子手帳を受け取った男性は、

早い段階から父親になる自覚を持ち、母親の妊娠初期からの体調の変化を知ることに

より、良好な夫婦関係を築くことができるものと考えております。 

  また、子供の発育、発達について、生まれてくる前から知ることにより、出産後の

育児への参加もスムーズになるものと思われます。このことはＤⅤの予防、児童虐待

の予防にも効果があるものと考えております。 

  このような効果が期待される父子手帳の交付につきましては、今後、前向きに検討

していきたいと考えております。 

  答弁は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○副議長（慶徳宏昭君） ２回目の質問ございますか。 

  １番小菅議員。 

○１番（小菅巻子君） 答弁ありがとうございました。 
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  府中町でもいろんな形でもって取り組みをなさっているということも、私も承知を

いたしております。このたび、また答弁を前向きに検討していきたいということです

ので、府中町の予算でいろんな形の物が十分検討されて、すばらしい府中町の父子手

帳ができ上がることを大いに期待したいと思っております。 

  子供さんが生まれる前から、こういう夫婦の間でいろんな会話ができて、ハンドブ

ックなんかでも詳しく載ってるんですけど、できましたら参考としてああいうハンド

ブックも活用していただければいいかなというふうに、私もほかの自治体のものを見

させていただいて学びをさせていただいて、そのように考えた次第なんですけど、で

きれば父子手帳とハンドブックが、似通るところも内容によってはありますけど、そ

れはそれなりに工夫なさっていただいてつくっていただければなというふうに思いま

す。 

  前向きな答弁をいただきましたので、私としては、せんだって３歳児健診が福寿館

でありました。そのときの光景は、お父さんたちの参加がやっぱり少し回を重ねるご

とに、ちょっとちらほらと見受けさせていただいて、甘えんぼうの子供さんはお父さ

んにだっこされて会場の中に入るという光景を見させていただいたときに、大変ほほ

えましく、うれしくも思いました。これがやっぱり充実していけば、男女共同参画の

拡大にもつながっていくわけですので、どうかどうか頑張っていただいて、早期実現

を目指していただければという強い要望をいたしまして、私の質問をこれで終わりま

す。 

○副議長（慶徳宏昭君） 以上で、第２項、父親の子育て支援をについて、１番小菅議

員の質問を終わります。 

  続いて、厚生関係、第３項、手話通訳者の待遇改善について、６番上原議員の質問

を行います。 

  ６番上原議員。 

○６番（上原 貢君） お昼になりましたので、そろそろ眠くなるんではないかと思い

ますが、目を覚まして、きょう大事な話をいたしますので、ぜひ皆さんに聞いていた

だきたいと思います。 

  私のところには、私は薬剤師ですので、患者さんがたくさん来ます。いろんな患者

さんを見るわけなんですが、手話通訳者の方も随分来られまして、非常に手話通訳と

いうのは体を使うんですね、ひじとかひざとかたくさん使って、職業病みたいに非常
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に痛いんです、本当に、僕もいろんな薬を出してますけどね。その中から、きょうそ

ういう方々から、多分町にも要望書が出てると思いますけど、そういう方が来られま

して、実態を訴えてこられましたので、きょうは一般質問したいと思います。 

  手話通訳者の待遇改善についてです。 

  近年、府中町では手話通訳の需要が年々増加してきており、利用者からは、必要な

ときに手話通訳者の利用ができない、いないという不満の声が聞かれ、手話通訳者は

大変苦慮しておられます。行きたいんだけど、いないと。 

  例えば、こういう例があります。朝、土日にいろんなことがありまして、月曜日の

朝相談に行きたいと、役場に、役場に行けば手話通訳者がおって、言いたいことを役

場の人に伝えてくれるわけですよ、そういうのが通訳者ですね。各市町村にはこれい

る、必ずいなければいけないと、広島市にもどこにもいます、これは。そういうこと

で、朝すぐ府中の役場に行って相談に行くと、通訳者は、きょうは午後からだよとい

うわけです、午後から、今いない、午後からだよとおっしゃるわけです。というんで、

ほいじゃあ午後になって出ていきますね、午後出ていくと、私の前にほかの前任者が、

多分聾者ね、聾者、耳が聞こえない人、聾者ですね。聾啞、啞は口だそうですけど、

聾者の耳の聴覚の障害がある方ですけど、そういう方が先に来られて相談しておられ

ると、それを何ぼたっても終わらんと、これ何時間もかかるわけですね、これが。そ

ういうことですぐ話にならないという、そういう状態を経験するといらいらしますよ

ね。せっかく午前中行ったら、午後来い、午後行ったら、前の人がおると、もうちょ

っと待てと、少々待てということがあって、大変利用者に対して非常に不満が募って

るんですね、利用者はね。要望書が出てるからわかると思いますけど、大変不満が来

ております。 

  これは手話通訳者の設置、これ設置と言うらしいんですけど、手話通訳者の設置の

あり方に問題がありまして、週に１８時間という縛りの中で需要を満たそうとする考

えから、１８時間という縛り、１８時間しか給料を出さないということなんよね、と

いうことで週１８時間という縛りの中で需要を満たそうとする考えで、そういう考え

から、利用者に十分な手話時間を提供できないわけであります。１週間に１８時間と

いうと、１日当たり３．６時間になります。手話通訳者は、この時間の縛りの中で仕

事を済ませるわけですから、手話の短い時間、手話のスピードを上げないといけませ

ん、スピードを上げるということは、非常に手足を使います、本当に。スピードを上
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げたり、オーバーワークなどをして対応せざるを得ません。そのことによって、肩、

ひじ、腕を痛める健康被害が目立ってきております。これ職業病でございます。手話

というのは言語の変換ですね、言語変換と同時に、体全体を使用するために、手、足、

首、肩、これを非常に酷使するわけでございます。非常に酷使します。障害のもとに

なりますね。 

  広島市では、手話の相談員が毎日９時から１６時まで常駐してるんですよ、広島市

は、常駐して、利用者にゆっくり丁寧に対応してるそうです。また、通訳者の報酬も

非常に高いんですね、長く仕事するからかもわかりませんが、そういうこともあるか

わかりませんが、通訳者の報酬は月額１６万４，５００円ぐらいあるんです。ボーナ

スもあったり、労働環境も非常に充実してると、厚生年金やら健康保険なんかもある

そうでございます。そういうふうに聞くわけでございます。府中町でございますので、

広島市ほどの報酬を求めるわけではありませんが、利用者の利便性を考えると、もう

少し設置時間をふやして、そこまで広島市ほどしてくれとは言わないけど、もう少し

設置時間を延ばして、通訳者の健康にも配慮して、スピードを上げてやらないように、

体が長く使えるように、そういう健康にも配慮した勤務体制と報酬の体系が必要だと

思いますが、その点をどのようにお考えでしょうか。よろしくお願いします。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  福祉保健部長。 

○福祉保健部長（末釜由紀夫君） ６番上原議員からの手話通訳者の待遇改善について

という御質問に御答弁申し上げます。 

  まず、現在の手話通訳者の業務でございますけれども、聴覚障害の方が来庁された

際に、庁舎内での届け出や相談などにおきまして、担当窓口の職員との意思疎通が円

滑にできるよう、福祉課に手話通訳者を設置いたしております。水曜日は午前９番か

ら午後４時まで、月曜日と金曜日は午後のみ、火曜日と木曜日は午前のみで週１８時

間の設置でございます。 

  平成２５年度には延べ５２０人の方の御利用がございました。窓口での手話通訳以

外にも、聴覚障害者の方の意思疎通支援のため、町や各団体が主催する講演会などの

イベントにおいても、手話通訳者の派遣を行っておりますし、医療機関、公的機関へ

行かれる際に、その訪問先での意思疎通を円滑にするために、手話通訳者の派遣事業

も行っているところでございます。平成２５年度の手話通訳者派遣件数は２１８回、
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延べ２３７人の手話通訳者の派遣を行っております。 

  平成２６年３月３１日現在、障害者手帳所持者のうち聴覚障害の方は２１７人、そ

のうち１級、２級の聾者の方が８８人おられます。一方、町に登録をしておられる手

話通訳者は２１人となっております。町では聴覚障害者が日常生活を送る上でコミュ

ニケーションを仲介する手話通訳者の役割は重要であると考えております。 

  近年、窓口設置手話通訳の相談件数、相談時間は増加傾向にございます。上原議員

御指摘のように、現在、聴覚障害者が役場での手続などを行う際、手話通訳者設置時

間に合わせて来庁していただかなければならず、曜日や時間の制約がある状況でござ

います。 

  さらに、１回当たりの相談に相当の時間を要することなどから、相談が重複した際

には、相当の待ち時間が生じて、利用者に御迷惑をおかけしたり、勤務時間内に業務

を終了することができないこともあり、手話通訳者にも大きな負担をおかけしており

ます。 

  これらのことから、現状の窓口設置体制では、もはや需要に応えられない状況にな

ってきているものと認識しております。聴覚障害者の待ち時間の短縮、曜日や時間の

制約を受けることの少ないような体制、さらには手話通訳者の負担軽減を図る観点か

ら、手話通訳者設置体制の見直しを検討していきたいと考えております。 

  以上、御理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

○副議長（慶徳宏昭君） ２回目の質問ございますか。 

  ６番上原議員。 

○６番（上原 貢君） 前向きな御答弁をいただきまして、本当にありがとうございま

す。こういうことをやっぱり対応していかないと、やはりよその市町村に対して、府

中町はこんなにいいんだと言えないんで、これからもやっていただきたいと期待をい

たしております。 

  それから、府中町にはこういう障害者意思疎通支援事業実施要綱というのがあるん

ですね。ホームページに載ってます。これは障害者のこういう支援事業に対する、ど

ういいますか、労働の決まりとかいう、いわゆるこういう事業に対する細かな決まり

が載ってるんですね。これ府中町の決まりですよ。その中の第２０条です。第２０条

に、この障害者意思疎通支援事業実施要綱の中に、第２０条に、町長はこの事業に関

係する聴覚障害者等及び登録手話通訳者等と意見を交換する場を設け、当該事業の効
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果的な推進を図るものとするというふうに書いてあるんですね。ということで、こう

いう意見の場を、交換する場を持っておられたんでしょうかと、持っておられたらこ

うはならなかったと思うんですが、いかがでしょうか。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  福祉課長。 

○福祉課長（新見公平君） 上原議員の御質問にお答えいたします。 

  今、府中町障害者意思疎通支援事業実施要綱のお話でございますが、第２０条の意

見交換ということでございますので、この意見交換につきましては、聾者、それから

手話通訳者、それから行政の３者で毎年実施をさせてもらっているところでございま

す。手話通訳者のあり方とか、派遣の利用方法等、聾者の方とか、手話通訳者さん等

の意見を伺いながらそういう場を設けさせてもらって、毎年実施しているところでご

ざいます。 

  以上です。 

○副議長（慶徳宏昭君） ３回目の質問ございますか。 

  ６番上原議員。 

○６番（上原 貢君） そこでこういう話が出なかったのがもうおかしな話なんですけ

ど、要望書まで出るのに、そこで話をできないというのは、そういう雰囲気がなかっ

たんですかね、答えは要りませんけど。やはりそういうことが言いやすい会合、会議

をしていただければ、出てきて、またいい方法も考えられるんじゃないかと思います

ので、そういう点も含めて、これからもそういう会議を頻繁に開いて、意思疎通をし

っかりやっていただきたいと思います。ありがとうございました。 

○副議長（慶徳宏昭君） 以上で、第３項、手話通訳者の待遇改善について、６番上原

議員の質問を終わります。 

  続いて、厚生関係、第４項、少子化傾向の長期化に関する対策について、７番海渡

議員の質問を行います。 

  ７番海渡議員。 

○７番（海渡弘信君） 少子化傾向の長期化に関する対策についてということで御質問

させていただきます。 

  現在、歯どめのかからない少子化傾向は、国全体の問題となっています。この問題

はいろいろな原因、理由があって、また私たちの生活に多種多様な影響を及ぼすもの



- 43 - 

と思います。 

  当町では結婚するカップルをふやす取り組みとして、結婚支援のセミナーを開催さ

れたり、新たな動きがあるようですが、府中町全体で長期化する少子化について、ど

のような施策を行っていますか。 

  また、現在行っていないが、他自治体でこのような事業が効果があるようだといっ

たことがあれば、お示しください。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  福祉保健部長。 

○福祉保健部長（末釜由紀夫君） ７番海渡議員の少子化傾向の長期化に関する対策に

ついてという御質問に御答弁申し上げます。 

  少子化社会の問題は、結婚や妊娠、出産など、個人の考え方や価値観にかかわる問

題であると同時に、少子化等により、人口構造の変化は我が国の社会、経済のシステ

ムにも深く関係する問題であり、経済成長への深刻な影響も懸念されておるところで

ございます。府中町にとりましても、町の活力を維持、向上させていくためには、少

子化対策は最優先の課題であると認識いたしております。 

  国におきましては、少子化問題への取り組みとして、地域における少子化対策の強

化を図ることを目的に、地方少子化対策地域強化事業を立ち上げ、先駆的な事業に対

して各地方公共団体への補助を決定いたしました。 

  当町におきましては、国のこの地方少子化対策地域強化事業の補助を受け、本年度

「府中町結婚・妊娠・出産・育児スマイル応援プロジェクト」を実施いたします。少

子化対策の対象者を幅広く捉え、結婚、妊娠、出産、育児という４つの観点を切れ目

なく支援していく体制を構築するものでございます。 

  具体的には、結婚支援といたしましては、結婚観、家庭観のプラスイメージの醸成

と、自分自身の問題としての意識啓発をすることを目的に「ハッピー・ウエディン

グ・セミナー」を実施いたします。ほか、妊娠、産後、ゼロ歳児から３歳児を持つ母

親を対象としたステージ別ママ講座、１冊で府中町の子育て情報がわかる加除式の

「子育て支援ブック」の作成、府中パパ倶楽部として継続を目指す体験型のイベント、

「府中パパ倶楽部まつり」を開催準備をしております。実施拠点は町内２カ所の地域

子育て支援センターにいたしました。この地域子育て支援センターでは、既に赤ちゃ

ん広場、お話し会、育児相談などの未就園児の子育て支援の事業を展開し、いずれも
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年間１万人以上の参加実績を上げておられます。この既存の事業に新たに新規事業を

加え、長いスパンで子育て支援を行うことにより、子育て支援の充実をさらに図って

いきたいと考えております。 

  なお、他の自治体におきましても、人口減少に歯どめをかける事業などにつきまし

ては、さまざまな施策が講じられておるようでございますが、少子化対策として顕著

な成果を上げることはなかなか困難なようでございます。当町におきましては、国の

補助を受けて行う今年度の事業を単なる打ち上げ花火に終わらせることなく、既存の

事業と組み合わせて継続してまいります。 

  少子化対策には、この事業を行えば出生数は必ずふえるという特効薬的な事業があ

るわけではございません。結婚、妊娠、出産、育児の切れ目のない支援策を講じ、地

道に継続することが必要であると考えております。御理解賜りますようよろしくお願

いいたします。 

○副議長（慶徳宏昭君） ２回目の質問ございますか。 

  ７番海渡議員。 

○７番（海渡弘信君） 今、府中町でも町の保育関係ということで、一般保育、延長保

育、一時保育、障害者保育、休日保育、地域子育て支援、府中町シルバー人材センタ

ーと、各、今までは子育てということで、少子化のことで府中町もいろんな事業で頑

張っておられると思います。だけど、今回の結婚支援事業に関するということは、子

供が生まれる前からのことを県のほうも、恐らく府中さんも聞かれて帰っとられると

思うんですけど、今まで府中町では子供が生まれてから以降のいろんなことはきめ細

かにいろんな、どういうんですか、住みやすいまちづくりということでやられとると

思うんですけど、今度はその前からの話になってくるので、恐らく難しい問題だろう

とは思いますけど、そこらをひとつ踏み込んで、こういうことがあるんだと、考えと

るんだというのがあれば、お聞かせ願いたいと思います。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁ありますか。 

  子育て支援課長。 

○子育て支援課長（山西仁子君） 今のお話なんですけれども、今までは生まれてから

の子育て支援ということで、さまざまな保育所等の事業をさせていただいておりまし

た。ただ、今回少子化対策を国が大きな施策として考えられて、今年度は広島県にお

いてもかなり力を入れた事業になっております。その中で結婚支援事業というところ
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の今まで踏み出していなかった部分ではありますが、子育てへの続くスパンとして、

単独ではなくて、結婚があって、出産があって、子育てがあるという一連の流れとし

てこれからは事業施策を展開していかないといけないというふうに思っておりますの

で、そのためにも、今回子育て支援センターにおいて拠点とさせていただきましたの

は、今まで子育て支援の部分でやっていた部分の前の段階から同じ拠点ですることに

よって、さらに充実した支援事業が展開していけるものと思って、そちらのほうを拠

点とさせていただいております。まだまだこれから考えていかないといけない事業は

多々あると思いますが、積極的に前向きに考えていきたいと思っておりますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。 

  以上でございます。 

○副議長（慶徳宏昭君） ３回目の質問ございますか。 

  ７番海渡議員。 

○７番（海渡弘信君） 府中町でもいろんな子育てを考えられたと思っております。そ

れで、ちょっと私もこれを調べてみたんですけど、府中町はもう今まで子供さんを、

さっきはシルバーママとか言いましたけど、そういう施設で預かってもらえるという

ことを広報の５月号では書いてあるんですけど、それ以降には書いてないんです、実

は。それで、もうちょっとこういうことを宣伝いうたらおかしいんですが、宣伝だろ

う思うんですが、もう少し町民の方に、府中町とすれば子育て支援でこういうことも

やっとりますよというのを、若いお母さん方が認識してもらえるように、それで府中

町で子供を育てるのがみやすいというたらおかしい、いい環境で、府中町では子供を

いい環境で育てられますよとか、そういうのをやっぱり今からの若い人にやっぱりお

知らせをしていかんといけんのじゃなかろうかと思いますので、そこらの府中町の子

育てしやすい町なんだということを、もう少し町民の皆様とかにわかりやすいような

何か施策があれば、ひとつよろしくお願いします。これは要望でいいです。 

○副議長（慶徳宏昭君） 以上で、第４項、少子化傾向の長期化に関する対策について、

７番海渡議員の質問を終わります。 

  続いて、厚生関係、第５項、災害時におけるペットの救護対策について、３番繁政

議員の質問を行います。 

  ３番繁政議員。 

○３番（繁政秀子君） 災害時におけるペットの救護対策についてお尋ねをいたします。 
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  ８月１９日から２０日にかけての広島市安佐南区及び安佐北区で起きた土砂災害は、

マスコミの報道のとおり、現在、これ直しといてください、出したときは７２名でし

たから。今現在死者７３名、行方不明が、これを提出したときが２名でしたけど、今

１名という甚大な被害となっています。犠牲者の皆様には心からの御冥福をお祈りい

たします。 

  このたびの災害では、避難命令・指示等々、さまざまな問題が指摘をされています

が、国を初め関係機関や地域等であらゆる対策が打ち出されるものと期待をいたして

おります。 

  しかし、ただ一つ気がかりなのは、ペットの救助のあり方でございます。近年ペッ

トは家族の一員としての考え方が定着し、東日本大震災を教訓に、国は災害時には犬、

猫は飼い主と一緒に避難させることを原則に、自治体に体制整備やルールを促す「災

害時におけるペットの救護対策ガイドライン」を策定し、全国自治体に配布している

とのことです。このたびの災害でも、ペットが飼い主と離ればなれになったり、迷子

になったりして、保護に対する問題が生じてきていると聞いていますが、ガイドライ

ンでは自治体や飼い主などがこうした事態に対処するため、日ごろからの準備が必要

であると示されています。 

  家族の一員であるペットが一日も早く家族のもとに帰れるような施策の確立のため

には、より多くの関係団体との連携、協力は欠かすことができないと思いますが、ど

のような対策を講じようとしているのか、また避難場所のあり方を含めてお伺いをい

たします。 

  以上です。よろしくお願いします。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（梶川幸正君） ３番繁政議員の災害時におけるペットの救護対策につ

いて答弁をさせていただきます。 

  平成２３年１２月に開催された中央防災会議において、防災基本計画の修正が行わ

れ、防災業務計画及び地域防災計画において重点を置くべき事項に、被災した飼育動

物の保護、収容に関する体制整備や、避難場所等における飼育動物の収容が追加され

ました。 

  また、平成２５年９月１日に施行された改正動物愛護管理法において、災害時にお
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ける動物の適正飼養及び保護に関する施策を都道府県が策定する動物愛護、管理推進

計画に定めるなど、追加がされました。広島県でもこうした措置を踏まえて、対策と

して、広島県動物愛護管理推進計画の見直しを行い、災害時対策を盛り込んでおりま

す。 

  次に、自治体による動物救護活動の必要性でございますが、災害時には何よりも人

命が優先されますが、近年ペットは家族の一員であるという意識が一般的になりつつ

あることから、ペットと同行避難することは、動物愛護の観点のみならず、飼い主で

ある被災者の心のケアの観点からも重要であります。飼い主とペットが安全に避難す

るためには、まず飼い主自身の安全を確保することが大前提となるものの、飼い主責

任による同行避難を前提としながらも、個人での対応は限界がある場合に備え、自治

体による支援体制や放浪動物、負傷動物等の救護体制を整備することは、被災者が安

心・安全に避難するにも重要であります。 

  当町においても、環境省が発行しております災害時におけるペットの救護対策ガイ

ドラインに沿い、府中町地域防災計画、広島県及び現地動物救護本部の要請に応じ検

討をしてまいりたいと考えているところでございます。 

  また、飼い主においても、平常時から災害に備えたペット用の備蓄品の確保、避難

ルートの確認の準備をしておくことはもちろんのこと、ペットが社会の一員の適性を

持つべきであることを認識し、同行避難するために必要なしつけや健康管理を行うこ

とや、避難所だけではなく、ペットに関するトラブルが生じないように、ペットを連

れていない避難者への配慮や、ペット自身のストレス軽減など、飼い主にはふだん以

上にさまざまな配慮が求められますので、当町といたしましても、飼い主が平常時か

ら備えるべき対策について、飼い主を含めた住民への必要な情報提供と意識の啓発を

行ってまいりたいと思っております。 

  また、避難所におきましても、必要に応じペットの飼育場所、スペースを確保し、

避難所ペット台帳により管理を行ってまいりたいと考えております。 

  避難所生活が長期化に及ぶ場合には、ペットの飼育管理について、飼育者を中心と

する自主管理体制の確立に向けた条件整備に努めてまいります。 

  以上、答弁とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○副議長（慶徳宏昭君） ２回目の質問ございますか。 

  ３番繁政議員。 
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○３番（繁政秀子君） たくさん言うてもらったんじゃけど、結局、最終的にはどうす

るいうていうのがようわからんかった。ただ、ペットのスペースを確保して、どっか

ペットを確保できるようなスペースをつくるというのは、スペースをどっかにつくら

にゃあいけんとか、避難場所で一緒に置いとかれんから、そういうのは検討するのか、

つくるという話やったんですが、今問題になってるのは、やっぱり一番動物病院、動

物病院とこういうような話をしとかんと、安佐南区かな、あそこでは、あさ動物病院

というところがペットの駆け込み寺みたいになって、そこでペットがあのときに災害

を受けたときにショックを受けて、雷が鳴ったりしたもんですから、ぶるぶる、ぶる

ぶる震えて、震えがとまらんようになったりしとるわけよ。そういうなのがやっぱり

動物病院の先生が駆け込み寺みたいになっとるから、そこへ連れていくと、そこでス

トレスがたまっとるわけじゃけね、人間と同じようなショックを受けとるわけじゃけ、

だからぶるぶる震えるのをいいぐあいにしてくださったり、それから今度、隅っこの

ほうへ行って、もう全然出てこれんようになっとるんよね、やっぱり（聴取不能）異

常な衝撃を受けて、ですから、それを今度はその病院の先生がいろんなことでいろん

な手当てをして、それをストレスを解消するようなことをしてくださったり、今、あ

さ動物病院ではその先生のところがみんなそろって、やっぱりかわいいでしょう、そ

れを一生懸命してくださってるというのが、ニュースで何遍も出とるんよ。 

  それから、今度は新聞にも載りましたがね、やっぱりペット一緒に避難したんよ、

そしたら避難したら、ペットが好きな、犬や猫が好きな人ばっかりじゃない、避難し

たところは、鳴くし、さっきおっしゃったように、しつけも飼うほうもせにゃあいか

んのよね、鳴かんようにちゃんとしつけしとかにゃあいけんし、それからおしっこや

ら何かもきちっとするようなしつけ、それからえさもちゃんと自分で用意して持って

いかにゃあいけん、避難するときに持っていくようなものも要るわけ。だから、そう

いうふうなことも犬や猫をかわいがって大事にしてる人は知っていらっしゃると思う

んですが、やっぱり何があるときにはそうな犬、猫を飼ってかわいがってる人に対し

ては、そうなものも何かつくって、やっぱりいざ災害が起きたときには、こういうも

のと、こういうものと、こういうものはちゃんとしといてくださいよ、やっぱりかわ

いい猫や犬のため、猫や犬だけじゃありませんけど、ペットのために飼い主がやらな

きゃあいけないこともきちっと文書にして、こういうことはしてもらっとかないかん

とか、今回のことがいい勉強になっとるんよ、どこでも、全国、全部で。やっぱり広
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島県では特にやっぱりこのたびのことで避難所へ行ったら避難所で嫌な思いしてるわ

けよね。ワンも言わんと黙っとるんじゃけど、やっぱりにおいがするけ、うるさいじ

ゃない、臭いじゃないね言う人もおってわけよね。それだけでも避難しとるのが辛い

のに、自分がかわいがっとる犬が、におういうても、そらしょうがないでしょう、風

呂も入れんような状態のときに、じゃけどそういう人がおってのために、その人がす

ごく悲しい思いをしたとか、いろんなことがあるので、やっぱりいざいうときには、

自分の責任はちゃんと初めからちゃんと指導しといてあげといてもらいたい、文書に

書いて、言うときますが。 

  それから、いざいうときには、病院ね、動物病院と提携をして、いざいうときには

わんちゃんなり猫ちゃんなりをやっぱり引き受けてもらえるように、常日ごろからや

っぱり交流をして、ちゃんとお願いもしとく必要があると思いますし、またさっき言

われた、どっかに避難できるようなスペースのものを用意して、いつでも何があった

ときにはそこへ持っていってそれを出したら、猫や犬がそこへ行けるようなところと

か、いろんなこと、まだたくさんあると思いますので、その辺を、さっきのように、

決まった、決まった、文句決まったいうんじゃなくて、やっぱり決まったのを読んで、

読んでこれでわからんかいうんじゃなくて、やっぱり町民のそのときの立場を、今向

こうでペットを連れとる人が本当に大変らしい。でも、ああいうて、あさ動物病院の

先生が大事にしてくれて、いいぐあいにしてくれてじゃから、すごく喜んでいらっし

ゃるので、あえて物をよう言いませんからね、物を言わないかわいい犬ちゃんや猫ち

ゃんですから、特にやっぱり私たちが気を使ってあげにゃあいけんところはあげるよ

うに、平生からやっぱり飼ってもらう人のマナーもちゃんと指導して、いいぐあいに

いくようにしてやってほしい。災害のときには特に、物をよう言いませんので、それ

で迷子になったりしとるから、ちゃんと札もきちっとつけるように、名前もちゃんと

あれするように、そうなんも指導しといてください。そうじゃないと、どこの犬やら

猫やらわからんけ、そのまま迷子になって埋まっとるんやなんかもたくさんおったそ

うですよ。かわいそうなことになっとるそうですから、特に府中町ではそういう点は

ええぐあいにしてあるよって、私たちがどこへ行っても言えるようにしといていただ

きたいと思いますが、いかがですか。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  生活環境部長。 



- 50 - 

○生活環境部長（梶川幸正君） 先ほど来、平常時から備えるべき対策なんかについて、

府中町としての関係者に広報する啓発活動は行っていきたいというふうに考えており

ます。そして、一時預かりとかというお言葉が出ましたが、広島県の動物愛護センタ

ーなんかとかに協議をしながら対応をしていきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○副議長（慶徳宏昭君） ３回目ございますか。 

 ３番繁政議員。 

○３番（繁政秀子君） 動物にかわってよろしくお願いいたします。 

  以上。 

○副議長（慶徳宏昭君） 以上で、第５項、災害時におけるペットの救護対策について、

３番繁政議員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（慶徳宏昭君） ここでしばらく休憩を取ります。再開は１４時５分。 

（休憩 午後 １時４８分） 

 

（再開 午後 ２時０５分） 

○副議長（慶徳宏昭君） 休憩中の議会を再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（慶徳宏昭君） 続いて、厚生関係、第６項、介護予防、日常生活支援総合事

業の進め方について、１２番木田議員の質問を行います。 

  １２番木田議員。 

○１２番（木田圭司君） 介護予防、日常生活支援総合事業の進め方についてというこ

とで、質問に入る前に、済みません、ちょっと間違いがありましたので、質問趣旨の

１行目の最後のほうの「平成２９年３月までに」と書いておりますが、これが間違い

で平成２９年度末、ということは「平成３０年３月末」という御指摘を受けましたの

で、ここで訂正させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

  それでは、質問に入らせていただきます。 

  平成２６年６月に医療・介護総合推進法が成立し、平成２７年４月から平成２９年

度末、３０年３月末までに要支援者向けの訪問介護と通所介護は、介護保険サービス

ではなく市町村が実施する地域支援事業となります。平成２７年４月から実施される
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市町村もあるそうですが、本町ではどのようなスケジュールでどのように進められる

のかをお伺いいたします。 

  また、昭和２２年から２４年生まれのいわゆる団塊の世代の方が高齢者となられ、

府中町でも６５歳以上の方が増加すると考えられます。特に、男性が家庭、地域の中

で居場所がないというお話もお聞きします。男性高齢者が１人で気軽に利用できる介

護予防事業、居場所づくりを通じた仲間づくりの場所を考えていく必要があると思い

ますが、今後、ＮＰＯや地域団体との連携など、何か考えておられるのかをお伺いい

たします。よろしくお願いします。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  福祉保健部長。 

○福祉保健部長（末釜由紀夫君） １２番木田議員からの御質問、介護予防、日常生活

支援総合事業の進め方についての御質問に御答弁申し上げます。 

  平成２６年６月１７日に、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律が成立したことを受け、要支援者向けのサービス

のうち、訪問介護と通所介護の２つが、市町村が実施する地域支援事業の介護予防、

日常生活支援総合事業に移行する改正が行われることとなりました。移行時期につき

ましては、第６期介護保険事業計画期間中に移行するように定められております。 

  当町では、現在策定中の高齢者福祉計画第６期介護保険事業計画の中で移行時期を

明らかにしていくこととなりますが、現在のところ、平成２９年４月からの移行を予

定しております。これは支援サービスを行うための事業者及び支援者の体制整備に

２年間の準備期間が必要と考えているからでございます。 

  支援者には多用な担い手が考えられますが、既存のサービス事業者に加え、シルバ

ー人材センター、町内会の皆さんやボランティア団体の支援も検討しており、介護ボ

ランティア育成講習会やリーダー養成講習会を順次実施していく予定でございます。 

  支援サービスをスタートさせる前年の平成２８年度には、サービスごとの基準、報

酬、使用料、利用限度額などを定める要綱を制定し、基準に適合したサービス事業者

の指定を行うこととなります。 

  また、地域の偏在を調整するための生活支援サービスコーディネーターの配置や、

協議体の設置運営も計画しておりますが、配置人員等の詳細は、今後、国からガイド

ラインが示されることとなっております。 
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  次に、男性高齢者が１人で気軽に利用できる介護予防事業と居場所づくりについて

でございますが、議員御指摘の団塊の世代の方が後期高齢者となる２０２５年度に向

け、男性高齢者の予防事業への参加促進は、将来の医療及び介護給付費抑制のため、

大変重要な課題と考えております。 

  現在実施しております介護予防事業において、男性高齢者の参加率は全体の約

２６％程度と低い状況にございます。今年度、男性の参加促進を目的に、健康マージ

ャン事業を新規事業として立ち上げました。しかし、８名定員のうち、男性の参加者

は、わずか１名という残念な状況になっております。今後も男性高齢者が楽しく参加

できるような予防事業を検討してまいります。 

  また、介護予防事業と並行して、公民館などでのグループ活動の支援を進めるとと

もに、地域の財産でもございますＮＰＯ法人やシルバー人材センター、老人クラブへ

の参加促進と、各種団体からの御協力を得ながら、男性に限らず、全ての高齢者の

方々の生きがいの場、集いの場、そして活躍の場がふえますよう努めてまいります。 

  以上、御理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

○副議長（慶徳宏昭君） ２回目の質問。 

  １２番木田議員。 

○１２番（木田圭司君） 御答弁ありがとうございました。 

  要望になると思います。まず、第６期の介護保険事業計画期間中にということで、

今からのことになると思いますので、今から何点か要望させてもらいますので、ぜひ

御検討いただきたいと思います。 

  国から押しつけられて大変な事業を府中町もやらされるというふうに認識しており

ます。その中で、今現在、介護保険では本人負担１割というのが２割になるんでない

かということでもありますので、本人負担がふえたりいうことが考えられますので、

今まで利用できたのにできないというようなことがないように、そういう方には配慮

していただきたいというのが１点です。 

  居場所づくり等々の件で言いますと、健康マージャン事業ですか、男性１人と、こ

れほかのデイサービスさんでもやられてますので、なかなか難しいんかなということ

で、一つの例ですけど、西区でちょっと名前がちょっと聞こえ悪いかもしれんですけ

ど、（聴取不能）デイサービスと、古くなったゲーム機などを用いて、そこだけで使

える通貨みたいなのを使っていただいて、毎週とか月で競争いうか表彰、成績優秀な
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方は表彰状を出したりとかいうような形でやっておられるというふうにお聞きしてお

ります。行政が直接やるというのはちょっとどうかのとは思いますけど、いろいろ協

力していただける団体もあると思いますので、そういうのもぜひ御検討していただけ

たらと思います。 

  私は、府中町に今の要支援が移されるということで、要支援者をふやさないように

どういうふうにすればいいんかということで、ひとつやっぱり今まで特に男性が仕事

一筋で頑張ってこられてますので、やっぱり何らかの仕事をしていただく。今までの

ように仕事一筋じゃなくって、例えば１日数時間、週に何日か、年金の関係もござい

ますし、もうそういうのを全部考えた上で、そういう仕事も実際にありますので、そ

ういう情報もシルバーさんとかも含めて、そういう対象者の方々に発信していただき

ながら、まずはふやさないと。要支援の方、私の母も要支援２なんですけど、何とか、

どういうんですか、悪くならないように維持できたり、場合によったらよくなる場合

も、要支援の場合はやっぱり要介護に比べればはるかにそういうリスクも高いという

ふうに思ってますので、ぜひいろんな今から大変だろうと思いますけど、今いろいろ

提案させていただいたことも片隅に置いていただいて、大変だろうと思いますけど、

頑張っていただきたいということで、質問というか要望なんですけど、質問を終わら

せていただきます。ありがとうございました。 

○副議長（慶徳宏昭君） 以上で、第６項、介護予防、日常生活支援総合事業の進め方

について、１２番木田議員の質問を終わります。 

  続いて、厚生関係、第７項、広島土砂災害に教えられたことについて、１８番林議

員、２番中井議員の質問を行います。 

  最初に、１８番林議員。 

○１８番（林  淳君） 広島土砂災害に教えられたことと題して質問を行います。 

  まず冒頭で、死没された７３人、行方不明１人ということですが、心から御冥福を

祈ると同時に、数千人と言われています被災者の方たちにお見舞いを申し上げたいと

思います。 

  この災害から私は大きく言って、２つのことを教えられたように思っています。 

  一つは、時速が１５０キロとも言われる土砂、土石流を防ぐ、どのような防災設備

が必要なのかということが第１点と、もう一つは避難対策、命が第一という意味から

しても、この２つ、避難対策をどうするのかということが教えられた２つのことです。 
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  まず１の施設整備についての質問ですが、広島県は御存じのように、全国一危険箇

所が多い、３万２，０００というふうに言われております。府中町には土石流危険渓

流数というんですが、水の流れるところに土石流が起こりやすいということで、そう

いうふうに呼んでるようですが、２４カ所あり、２つ目には、急傾斜地崩壊危険箇所

ということで５７カ所、合わせて８１カ所ということになっています。これが広島県

全体３万２，０００の中の府中町の危険箇所数なんですね。 

  しかし、広島土砂災害の報道によく使われている警戒区域とか特別警戒区域という

表現は、ことし４月府中町が出しました、町民に配った府中町総合防災マップには一

切そのような記載はありません。実は、もうそのことを最初からちょっとおかしいな

とは思ってたんですが、これまでの関連した質問で、府中町は調査をしてないからと

いうことが明らかにされております。 

  なぜ総合マップに出ていないのかということについては、今言いましたように、要

するに、今、私が知ってるのでは、２３市町の中で、県内の、着手していない、調査

を着手していないというところが、安芸郡４町と高原町と、それで島ですね、この

６カ町なんです。ほかは一応未着手ではありません。もう始めて終わってるところも

あるかもわかりませんけど、それが１万八千幾らですから、約２万カ所をやってない

んですね。調査をやってないんです。それは大体県内の危険箇所３７％しか実は調査

をしてないという数字になります。 

  島根県の場合で言いますと、これは先進県というふうに言われてますけども、これ

を調べてみますと、実はさっき言いました危険箇所ということで、再度調査、土砂災

害防止法に基づいて再度調査をして、警戒区域とか特別警戒区域っていうのを島根県

の 場合で言い ま すと物す ごくふえてるん で すね。最初に し た危険箇所 よ りも

１４３．５％、要するに危険箇所そのものは２万２，２９６件でしたが、きちんと調

査をした警戒区域というのは３万１，９８９カ所にふえてる。１４３％もふえてるん

ですね。 

  広島県はやってませんから、ふえるか減るかわかりませんが、３７％しか要するに

調査してないんですね、まだね。府中町の場合は、だから一件も調査してません、

８１カ所あると言われてる。それは先ほど環境部長の答弁の中にも数字は明らかにさ

れませんでしたけど、調査をしてないということは明らかにされてました。 

  僕は物すごく、何ていうのかな、心が痛んだのは、実はこの土砂災害防止法という
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のは、１９９９年に広島県で呉市と東広島、そして廿日市、五日市のほうで大きな災

害がありまして、３２名の命を失いましたけれども、そのときの教訓で実はこの法律

できてるんですね、土砂災害防止法というのは、たしか２００１年に、１９９９年の

大災害を反省して、みんなで防ごうよということでできた法律に基づいて、今言った

警戒、特別警戒、ちゃんとやりなさいよ。それからもう１３年たってるんですが、広

島県はまだ３７％しかやってない。本家本元というのもおかしいけども、災害を一番

大きな災害を出して、それでつくろうという、つくった法律を一番いわば軽視してる

んですね。僕はそれにすごく怒りを感じました。 

  広島土砂災害の前日に、実は８月１９日になるんですが、県議会でこんなやりとり

があったんです。聞いたのは、共産党の辻県会議員なんですが、１３年前の０１年、

２１６億円あった広島県の砂防対策費が１２年には、去年、おととしになるんですが、

８５億円、３９億円に激減している、現在のペースで土砂災害対策の整備を完了する

には何年かかるのかって聞いてるんですね。そのときに県の砂防課長は、３３３年か

かりますと答えてるんです。いや、だからね、これがやっぱり広島県の姿勢なんです

ね。実際に今言った調査も３分の１しかやっとらん。予算は物すごく減らしてる、

３分の１ぐらいに減らしてる。 

  そこで聞くんですけれども、これはあえてということになるかもわかりませんけれ

ども、警戒区域とか特別警戒区域の指定はどこが行うのかという質問をします。 

  それから、府中町には、きょういただいた資料によりますと、現在砂防ダムは

１０件ということですね、図示をされた図面をいただきました。その管理の責任は、

どこにあるのでしょうか。というのは、何か砂防ダムが砂の土砂流を防ぐために設置

してるわけだけども、実は砂がいっぱいになってて、それを乗り越えていわば砂が流

れるんじゃあ防災の意味がほとんどないんじゃないかと、じゃあ残されてる砂をきち

んとどこが除去するのかというのが聞きたいわけです。そうでないと、実際に機能し

てない、せっかく１０カ所あっても、砂いっぱいになってたら全く意味なさないわけ

ですから、それは一体どこが責任を持つのか。今後の砂防ダムの建設計画はどうなっ

ているのか、伺います。 

  これは先ほども質問、答弁の中で幾らか明らかになってるんだけども、確かに県が

行うんだと思うんだけども、それ以外に県の砂防課長が答えてるのを見ると、８６億

円といいましたか、砂防そのものの計画、ところが、砂防課長はこう言ってるんです
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ね、調査について４億円、年間、調査、それから課員が１４人しかいないそうです。

だから、砂防課長が言われたこと、本当、砂防課長大変だなと、こういう情けない答

弁をしなきゃあいけないということについても、本当に気の毒だなと思ったんだけど、

４億円で１４人の課員が調査に当たってるわけですね。そのほか実際に建設するとき

には、業者なんかとの、一緒に行ったりね。だから、とてもじゃないけど、調査の費

用だけでも今３７％、全体の、３万２，０００カ所のうち１万１，８００ですか、

１万八千幾らですか、やってるんだけど、ごめんなさい、やっぱり１万１，０００だ、

あと２万残ってるのに、４億円での年間予算で、１４人の人間じゃあどうにも手が回

らないっていって、本当そのとおり聞いた、読んだんですけども、物すごく気の毒だ

と思った。そういうポストにおって、じくじたるものを彼は感じたんじゃないかと思

って、その人の立場になってみると、本当大変な仕事の責任を持たされてるんだなと

いうことを本当に強く感じました。 

  ２つ目の質問は、避難対策です。これ僕は避難対策っていうのをすごく重視したい

と思うのは、府中町でもできるんですね、広島県だけを頼りにしなくて、もちろんい

ろいろ援助は必要にしても、府中町独自でできるんじゃないかと。府中町では災害に

よって一人も殺さない、殺させない、死亡者を出さないという覚悟で、この点はきち

んとやってもらいたいと思うんです。 

  その質問です。情報を集めるのは一体どこが行ってるのか、府中町の役場でですね。 

  ２つには、どんな方法で町民に伝えるのか、これがすごく大事だと思います。 

  ３つには、避難勧告指示を発する者の責任者、誰が発するのか。いろいろ大きな災

害を見てみると、そういう指揮命令系統が非常に混乱しますよね、大きければ大きい

だけ。だから、そういう意味でここは明確にしとく必要があるんじゃないかというふ

うに思いました。 

  それから、避難場所の確保はどうするのか。幾らか出ました。例えば安全安全室の

職員できちんとしますって言うけど、しかし、じゃあ鍵を持ってるしと言うけど、鍵

を持ってるけど、実際に行けるかどうかわからないですよね。そして、例えばそれを

町内防災会のようなものがあったら、そこの人と共用して持ってるっていうんならば、

その彼にすぐ近くに鍵を持ってる人がいて、その人が行くと、あけると。今度の広島

の災害の中でも、１人の方はそこへ行ったばっかりに巻き込まれて、濁流に、亡くな

ったっていうお年寄りの女性がいましたし、ある家族を連れた男性の場合は、行って
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みたら閉まっとった。両方とも閉まってたんですね、流されて亡くなった人も。彼の

場合は、勝手知ったるというとこで、何か後ろからもぐり込んで、戸をあけて自分の

家族を入れたと、避難場所へ。そういう話を聞いてると、本当に鍵を持ってるから、

安心安全室の方がといっても、本当にその人があけることができるのかどうなのか、

そこまでやっぱり考えてもらいたいというふうに思っております。そういうことをき

ちんとすれば、被害を最小限に食いとめられるんじゃないかというふうに思います。 

  特に、災害が大事だな、災害のときに避難をするのが大事だなというふうに思った

のは、皆さんもごらんになった方多いと思うんだけど、ああ、そうかと思ったのは、

朝日新聞が「被災をしている１００人に聞きました」といってアンケートをとってる

んです。要するに、避難所に入ってる人ですから、被災したことは間違いない、その

たむろしている学校の講堂とか、いろんなところへ行って１００人に聞いてるんです

ね。それはこういう質問なんです。「あなたは避難勧告を聞きましたか」っていう質

問なんです。僕は、半分ぐらいの人は聞いて逃げたんだと思ってたら、大間違いで、

そのアンケートの結論は、「避難勧告を知らなかった、自分が勝手に判断したり、家

族内で逃げようよ」ということで、要するに自分たちで判断をしたというのが、

９３人ですよ、１００人で。７人しか避難勧告を聞いてないんですね。 

  僕はそのときに、ああ、そうだと思った。２つ目の避難対策というときに、どのよ

うに早くニュースを情報をキャッチし、どのように町民に伝えるかってことですね。

これ１００人のうち９３人に伝わってないんですよ。だから、もう一番大事な避難勧

告、それよりももっと重い避難指示なんかを、誰がいつ出すのかいうことも含めて、

とにかく早く逃げるが第一っていうことを町民に知らせる避難勧告を、どのように町

民のとこへ届けるのかっていうのが、もう本当にこういうときには一番肝要なことだ

というふうに思ったんです。 

  いま一つ、この間も安心安全室の川上さんが東地区センターへ来て、防災について

ということで、約１時間ほど講演をされました。いっぱいだったです。１つだけ席が

あいてた。用意したのがいっぱい。こんなこと本当珍しいそうで、今いかにこの災害

の問題について、特に土砂、それから土石なんかのことについて、町民が関心を持っ

てるかいうのをまざまざと知らされたような気がしたんですけど、非常に内容は私は

聞いてみてもわかりやすくてよかったんです。 

  そのときにやっぱり気になったのは、以前からやってるんだけど、災害時要援護者
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避難支援制度というのは、要するにお年寄りだとか障害を持てる人たちを登録して、

誰がその人を避難所まで連れていくかというところまでのことをやりましょうという

ことで、府中町の職員の担当の職員の方、一生懸命やられてるんだけど、実は反応が

少なくて、僕が知ってるのでは、本当数十人程度しかまだこれを申し込んでないとい

うのがあったんです。今恐らくそれから大分たちますからふえてるかとも思うんだけ

ども、どれぐらいのお答えがあったか。要するに、私、避難するところへ連れていっ

てもらいたい、その支援者を見つけてもらいたいというようなことですけども、やっ

ぱり一人も死亡者を出さないという覚悟を決めるっていったら、もうそこは綿密に、

しかも今そういう関心が集まってるときだけに、このことを徹底して今やれば、鉄は

熱いうちに打てと言いますから、みんな関心を持ってて、そうだ、どこへ逃げるんだ

ろう、若い人は誰か連れて逃げる人がおるんならば、一緒に連れて逃げてあげようと

か、そんなことが今みんな町民は考えてらっしゃると思うんですね。そういう意味で、

とりあえず以上の質問をして御答弁をお待ちしております。よろしくお願いします。 

○副議長（慶徳宏昭君） 引き続き、２番中井議員、質問を行います。 

  ２番中井議員。 

○２番（中井元信君） ２番中井です。まず、質問に入らせていただく前に、このたび

の広島市北部で起きました大規模土砂災害におきまして、多くの人命が失われました。

被災された、また方々も含め、心から御冥福をお祈りいたしますとともに、お見舞い

を申し上げます。 

  続いての質問をさせていただきます。 

  ８月２０日未明に発生しました大規模土砂災害は、地域住民に甚大な被害をもたら

しました。国においては、昨年１２月、防災・減災等に資する国土強靭化基本法を定

め、大規模自然災害等から国民の生命、身体及び財産を保護し、並びに国民生活及び

国民経済を守ることは、国が果たすべき基本的な責任であることを明らかにしました。 

  昨今の異常気象とも言える各地で頻発する集中豪雨や台風による高潮等の被害は、

もはやどこで起こっても不思議ではない状況になりつつあります。加えて、南海トラ

フ地震等、巨大地震からの脅威も現実味のある課題となっております。これらに対す

る備えには、自助、共助、公助の仕組みを常に念頭にして、日ごろからの取り組みが

重要となると言えます。 

  自治体として、避難誘導、警報のあり方、避難場所、防災備品の確保や、万が一へ
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の対応として想定される危険箇所の防災、減災のための必要な措置を講ずる必要があ

ると考えます。いかがでしょうか。 

  また、現在、土砂災害を防ぐための砂防堰堤等の整備、管理については、どのよう

な状況になっているのでしょうか。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○副議長（慶徳宏昭君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（梶川幸正君） １８番林議員の広島土砂災害に教えられたこと、２番

中井議員の防災・減災対策の推進は、について御答弁させていただきます。 

  まず、林議員の御質問の防災施設整備について、イの総合防災マップに警戒区域、

特別計画区域の表現がないのはなぜか、危険箇所とは、違いはについてでございます。 

  現在、府中町において、土砂災害防止法に基づき広島県が指定した警戒区域及び特

別計画区域がないため、総合防災マップには掲載を行っておりません。土砂災害危険

箇所は、広島県が２万５，０００分の１の地形図を用いて、土砂災害危険箇所の所在

を把握し、そのデータを１万分の１の程度の地形図へ転記したもので、県民が身近に

ある土砂災害へのおそれのある箇所を確認し、土砂災害への備えや警戒避難に役立て

ていただくため、公表をしているものでございます。この土砂災害危険箇所は、法的

に規制はなく、土砂災害防止法に基づき法的な規制のかかる警戒区域や特別警戒区域

とは異なります。 

  ロの警戒、特別警戒区域の指定はどこが行うのか、についてでございますが、これ

は広島県が土砂災害防止法に基づき指定を行うことになっております。 

  ハのそのための調査は行われたのか、についてでございますが、広島県の基礎調査

を待つことになって お ります 。広島県に 問い合わせたところ、県内 には約３万

２，０００カ所の土砂災害危険箇所があり、平成１１年６月の豪雨以降の調査では、

過去に土砂災害が発生した地域や、危険性の高い箇所から順次行っているため、基礎

調査を完了するには、まだ多くの時間を要するとの回答をいただいております。 

  次に、林議員のニ、町内砂防ダムは何カ所、そしてその管理責任は、中井議員の土

砂災害を防ぐための砂防堰堤の整備、管理についてでございますが、府中町の土石流

対策として砂防指定されております地域は、御衣尾川及び上八幡川の２渓流に関連し

た地域が指定されております。砂防ダムは砂防法に基づき、治水上、砂防の目的のた
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め、土砂の生産を抑制し、流送土砂を監視、調節するため、渓流に砂防設備を設置す

るもので、府中町では現在１０カ所、１０基砂防ダムが設置されております。また、

その管理責任者は広島県となっております。 

  ホの砂防ダムの計画は、についてでございますが、現在、砂防ダムの建設計画はご

ざいません。 

  次に、府中町の避難対策について、イの情報収集についてでございますが、情報の

収集につきましては、広島県の防災システムから情報収集で、府中大川の水位、揚倉

山の雨量はテレメーターにより常時パソコンで確認することができ、揚倉山の雨量デ

ータと連動して土壌にしみ込んだ雨量の状況や、国土交通省が運営しているⅩバンド

マルチパラメータレーダにより、雨量や雨雲の動き等のデータの推移を情報を収集し

ております。 

  また、広島地方気象台とは衛星回線によるホットラインにより、気象予報官と直接

情報を収集できるようになっており、今後の状況など、的確なアドバイスをいただけ

る体制をとっております。 

  ロの町民の伝達方法についてでございますが、府中町にはおける伝達方法の基本は、

防災行政無線を活用し、町内４２カ所のスピーカーから放送し、町民への伝達を行う

こととしております。 

  防災行政無線を補完する手段としては、次のとおりでございます。 

  １として、府中町防災安全・安心メールサービスを行います。 

  ２として、携帯会社のドコモ、ａｕ、ソフトバンクを通じて、エリアメールや緊急

ソフトメールへの配信を行います。 

  ３として、府中町防災行政無線のテレフォンサービス。 

  ４として、府中町ホームページ上、緊急情報欄に情報を掲載いたします。 

  ５として、広報車、パトロールカー、消防団車両を使用し情報の伝達を行います。 

  町の情報発信以外に、公共的なマスメディアのテレビ、ラジオ、ケーブルテレビ、

インターネットから随時情報を発信させてもらっております。 

  以上が情報伝達の手段と考えております。 

  ハの避難勧告指示の責任者についてでございますが、災害対策本部の本部長である

町長でございます。順位といたしましては、町長のほかに、副町長、教育長、そして

生活環境部長、そして消防長、この順位で、もし不在のときは行うこととしておりま
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す。 

  次に、林議員のニ、避難場所の確保と、中井議員の避難誘導及び避難場所について

でございますが、避難場所については、府中町の避難場所２４施設をできるだけ早く

開設するよう考えております。 

  特に、夜間においては、開錠までに管理人や管理者が行くまでに時間がかかる場合

が予想されますが、警報の趣旨を鑑み、できるだけ早く開錠するように、周知徹底を

図ってまいります。 

  町内会や自主防災会につきましても、避難訓練や講習会等を通じて、近所にある公

園や広場、強固で安全な一時的に避難できる場所の選定や、避難がおくれた場合の家

の中で比較的安全な場所の確保をお願いし、また避難方法にいたしましても、一通り

ではなく複数検討していただき、災害の種類や規模によって安全に避難できる経路、

場所の選定について、自助、共助の観点から、いろいろな視点から検討をしていただ

いているところでございます。 

  ホの災害時要援護者支援制度の登録者数でございますが、平成２６年９月９日現在、

８９名の登録者数でございますが、引き続き、府中町被災者生活サポートボラネット

構成団体など、いろいろな場面を活用し、説明や登録について協力を依頼していきた

いと考えております。 

  次に、中井議員御質問の警報のあり方、防災備品の確保、想定される危険箇所の防

災、減災のための措置についてでございますが、気象台から発表される各種警報によ

る避難勧告等につきましては、平成２６年、国の避難勧告伝達マニュアルの作成ガイ

ドラインの見直しがあり、当町におきましても府中町避難勧告等の判断・伝達マニュ

アルの一部改定を平成２６年６月６日に行いました。 

  主な見直し内容の柱は、１つ目に、避難は災害から命を守るための行動であること

を、改めまして定義を行いました。 

  ２つ目に、避難行動に屋内安全確保を追加いたしました。 

  ３つ目に、避難勧告は空振りを恐れず、早目に出すことを基本といたしました。避

難勧告等の判断基準は、気象台から大雨洪水警報が発令され、強い雨が降り続くこと

が予想されるときは、避難準備情報の伝達、または自主避難の呼びかけを行います。

さらに、土砂災害警戒情報が発表され、おおむね連続雨量が１５０ミリを超え、時間

雨量が３０ミリ以上の強い雨が降りはじめたときは、土砂災害危険区域に避難勧告を
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行います。 

  また、避難指示は、避難勧告により、状況が悪化し災害発生の危険が切迫している

ときに、気象情報や近隣の被害情報を総合的に判断し決定を行います。避難勧告、避

難指示の判断に当たり、ちゅうちょなく広島県危機管理課や広島地方気象台の助言を

求め、対応してまいります。 

  次に、防災備品の確保についてでございますが、防災の拠点として整備された防災

広場に建築した防災用備蓄倉庫に非常品の食料品、防災用毛布、飲料水や資機材など

を備蓄し、災害に備えております。 

  危険箇所の防災・減災のための措置についてでございますが、危険箇所につきまし

ては、府中町総合防災マップを作成し、地域の危険箇所の周知を図るとともに、防災

に関する情報をあわせて載せることにより、防災の知識や意識を高め、また防災出前

講座や地域の防災訓練を通じて、災害から命を守る行動の大切さを周知し、防災・減

災に努めているところでございます。 

  以上、答弁とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○副議長（慶徳宏昭君） ２回目の質問ございますか。 

  １８番林議員。 

○１８番（林  淳君） 一つは、砂防ダムの話は１０カ所あってですね、ということ

はお尋ねしたところ、もう一つは、今後の計画みたいなことは、まだ、もちろん未定

ということだったんですが、いわゆる治山ダムっていうのもあるという話なので、質

問は、今府中町内に設置されている治山ダムというのは何カ所あるかということをお

聞きします。それが第１点。 

  あとは要望です。これは念押しみたいなことになるかもわかりません。先ほどの答

弁の中で、かなり明快に御答弁をいただいてることの念押しになると思うんだけども、

一つは、県知事に対して土砂災害防止法に基づき、急ぎ警戒区域、特別警戒区域を指

定し、砂防ダムなどの建設計画を明らかにすることっていうことをやってほしい、県

知事に要望してほしい。これに似たようなことをおっしゃってたんで、念押しという

ふうに言いました。 

  もう一つは、府中町として独自に調査をしたいということを、これも非常に前向き

な御答弁で立派だと思うんだけども、その際に、砂防ダムの点検をしてもらいたい。

恐らく相当たまって、もう恐らくちょっとした砂が流れたらもう越えるんじゃないか
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いうぐらい、これはもちろん想像なんですけど、それであってはいけないので、もう

砂防の役割は果たしませんから、そういう実情であればね。その際に、だから府中町

も危険箇所を中心に、恐らく８１カ所ですよ、今、やられるというときに、あわせて

砂防ダムの実態を点検していただいて、それをいっぱい、砂でいっぱいになってるん

ならば除去するとかいうような計画も立ていただきたい。 

  あとの２点は、要望です。よろしくお願いします。 

○副議長（慶徳宏昭君） 中井議員、ございますか。 

  ２番中井議員。 

○２番（中井元信君） るる御答弁ありがとうございました。本当にいろいろとさまざ

まな角度から防災について心がけていただいとるなということを感じております。あ

りがとうございました。 

  ただ、今回起きた地震というのは、明け方から未明にかけての発災、土砂災害はで

すね、地震じゃございません、土砂災害は、本当人が寝静まったときに起きた災害で

す。そのような状態のときに果たして緊急警報なり避難指示なりが本当に十分な形で

伝わるかどうかということについては、やはりこれからいろいろ検証をされていくこ

とが課題だと思います。広島市のほうでもこの今回の災害を通して検証委員会等を設

けて、さまざまな形でこれらの事象に対してどういうふうに対応していくかというこ

とを検討されていると伺っておりますので、その辺も含めて、府中町でも起こり得る

土砂災害でございます。また、土砂災害については、単に地震が起きても、そういう

地域においては、雨が降ってる状況の中では山津波といったような形での災害も考え

られます。 

  先ほどの御質問の中にもありましたけども、砂防ダムの件ですが、今回の土砂災害

においても、ずっと埋め尽くされて、それが非常に有効に働いたということがありま

す。また、その上に土砂と一緒に流れ着いた流木等が折り重なるようになっておりま

して、もうこれ以上は満ぱんであるというような状況が写真等で伝えられております。

そうした中においても、やはりこれは県、市がお金をかけてその土砂の撤去に向けて

動いておるようでございます。そうしたこともやはり日ごろの管理の上から、先ほど

の前議員おっしゃいましたけども、ちゃんと管理がされている状態であれば、何年も

保つことができるんじゃないかと思います。やはり満ぱんになれば、それでその砂防

堰堤の寿命が終わるんだということではなくて、やはりいつ災害が起きても、やはり
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そこで砂防してくれる、機能を果たしてくれるというような形で管理していく必要が

あるのではないかと思います。その辺お願いです。 

  それと、これはもう一つこれは質問なんですが、きのうも住民の方からお電話をい

ただきまして、災害時に果たして我が地域に防災無線が聞こえるのだろうかっていう

ふうなことを言われておりました。日ごろから試験放送のときでも、うちには聞こえ

ないんだというふうにおっしゃっておられた方がおられます。だから、その辺の調査

も含めて、綿密な、要するにどういうんですか、本当に危ないときには避難してくだ

さいという広報車を出すというふうに答えていただきましたから、その辺の確保は十

分できるんだろうなというふうに安堵はしとるんですが、やはり地域において聞こえ

ない地域があってはやはりまずいと思うんで、その辺もやはり調査した上で聞こえる

ような形にしていただきたいなという、これも要望になりますかね。 

  それともう一つ、さまざまな今回教訓を得た大土砂災害であったように思います。

その中で、やはり本当に府中町に住んでよかったと言えるような、そういう安全・安

心のまちづくりをこれからもつくっていただきたいわけですけど、していただきたい

わけですけども、今後の調査によって、新たに発見されたといいますか、ここはやは

り危険ではないかというふうな、大量に雨が降ったときにはここは危険が増すんでは

ないかというふうな、そういう急傾斜地とか危険な箇所において、これが新たな調査

によってそういう箇所が発見されれば、そうしたことを逐一防災マップの上に載せて

いく必要があるのではないかと思いますけども、その辺も適切に時宜を得て、ちゃん

とその防災マップの上に載せていただきたいということもお願いします。ちょっと質

問というよりも、これお願いというか要望ですね、含めまして、このたびの大災害を

教訓にして、府中町でのそういう災害対応に対するあれを考えていただきたいと思い

ます。 

  それともう一つ、忘れておりました。きょう休憩中の議員の食事の時間に、いざ、

こういう事態になったときに避難所を開設する人っていうのは、府中町の町の行政に

とどめておいては間に合わない。そういう危険なときには誰がどういうふうに手を打

っていくのかっていうふうな、地域ごとの要するに災害に対応するマップというか、

マニュアルが必要なのではないかと、そういうことも検討していただきたいなという

ふうに、これも要望をしておきたいと思います。 

  以上です。 
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○副議長（慶徳宏昭君） 林議員の２番目の質問、治山ダムの数について答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（梶川幸正君） 林議員の治山ダムの数でございますが、府中町には

２４カ所ございます。 

  以上でございます。 

○副議長（慶徳宏昭君） ３回目の質問ございますか。よろしいですか。３回目よろし

いですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○副議長（慶徳宏昭君） 以上で、第７項、広島土砂災害に教えられたことについて、

それから、防災・減災対策の推進について、１８番林議員、２番中井議員の質問を終

わります。 

  以上で、厚生関係の質問全部を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～  

○副議長（慶徳宏昭君） ここでお諮りをします。 

  本日はこれをもって延会とし、９月１７日午前９時３０分から会議を開くことにい

たしたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○副議長（慶徳宏昭君） 御異議ないものと認めます。よって、本日は延会とし、９月

１７日午前９時３０分から会議を開くことと決し、これをもって延会といたします。 

（延会 午後 ３時０２分） 


